
Ⅰ　序論

　都市部における居住の問題は，地価などの地域
的な社会経済環境，そして居住者の生活様式と密
接な関連を持つ。これらの諸要素は，地域住民の
居住地選択や居住地移動に影響を及ぼしてきた。
とくに，高度経済成長以降高騰し続けた東京大都
市圏の地価・住宅価格によって，住宅取得を希望
する住民は，それらのより安価な郊外部へと移動
した。バブル経済の崩壊した１９９０年代以降におい
ても，東京都心地区の地価が比較的早期に下落し
た一方で，郊外部の地価の下落は相対的に遅れ
た。これは，郊外部における土地需要がバブル経
済崩壊後も高かったためであり，大都市圏郊外部
での住宅需要の高さによるところが大きい。つま
り，東京大都市圏では，９０年代後半に至るまで，
外縁部に相当する都心から５０��圏以遠での住宅
増加率が，１０％を超える伸びを示したのであ�
る��。
　居住地の選択には，地価だけではなく，通勤行
動が主要因として重視されることが指摘されてき
た��。渡辺（１９８２）によれば，通勤に関わる地域
の居住条件の評価は，都心からの時空間距離に
よってのみ規定されるのではなく，地域が持つ諸
条件や居住地移動の主体である世帯の行動様式・
意志決定が評価に関与している。田中ほか
（２００２）は，郊外住民が居住地を選択する際，通勤

の利便性を考慮するとともに，周辺の商業施設や
公共施設など生活環境をも考慮することを明らか
にしている��。このように，住民の居住地移動に
は，世帯の生活様式とライフサイクル，そして世
帯主の通勤の両面が関与していると考えられる。
　住民の居住地選択・移動の要因を探る研究は，
地理学をはじめとする諸学において，ライフサイ
クルやライフパス分析によるアプローチが試みら
れてきた。川口（１９９７）は，埼玉県川越市を事例
として，ライフサイクルの視点から郊外居住世帯
の居住地移動を明らかにしている��。この研究で
明らかになったのは，３０歳代後半，いわゆる世帯
の拡大期において，持家取得行動が活発化し，そ
の後急速に収束することから，持家取得が居住地
移動の一つのゴールとなることである。また，移
動の方向については，一定の傾向はみられないも
のの，距離は２０��圏と４０��圏付近での移動が卓
越することであった。また，山田（１９９２）は，東
京大都市圏東郊の千葉市を事例として，居住者の
居住地移動を明らかにしている��。この研究で
は，通勤距離が居住地移動における最大の制約条
件であり，就業地の多様性が，移動距離と世帯属
性に大きな差異をもたらすことである。
　以上の研究は，１９７０年代から１９８０年代に開発が
進展した，東京大都市圏の郊外部内帯を事例とし
たものであり，１９９０年以降を中心として開発が進
行してきた郊外部外帯地域における近年の研究蓄
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積は少ないといえる��。居住地移動を引き起こす
諸条件が変化した現在において，東京大都市圏住
民の居住地移動の動向を知るには，郊外部外帯地
域の実態を把握する必要があると考えられる。
　このような，大都市圏内の居住地移動といった
広域的な移動ばかりでなく，近距離移動を主体と
したミクロスケールの居住地移動にも注目する必
要がある。それは，居住地移動の多くが，地方中
心都市などを核とする同一都市圏内での，近距離
移動で構成されるためである．茨城県内における
ミクロスケールの居住地移動研究は，堤ほか
（１９９４）や平井ほか（２０００）などの実証研究が多数
蓄積されてきた��。これらの研究によれば，ひた
ちなか市，石岡市など，県中央部および常磐線沿
線の中小規模都市の人口特性は，県庁所在都市で
ある水戸市と，転出入など人口移動で関連を持つ
ことが指摘されてきた。しかし，茨城県内におい
ても，古河市は東北本線沿線という異なったセク
ターに属し，水戸市との直接の連絡道路などを持
たないため，独特の人口移動特性を持つと考えら
れる。その一方，古河市は東京方面への交通が発
達しており，東京や埼玉との関係が密であること
など，茨城県内の他の都市とは異なった特性を持
つ都市と考えられる。
　これらの点をふまえ，本稿は東京大都市圏の郊
外部外帯に位置する茨城県古河市を対象として，
居住地の拡大過程と現在の通勤行動の特性を，居
住者の居住地移動に注目して明らかにすることを
目的とする。上述のように，古河市は，東京大都
市圏外縁部に位置し，ベッドタウン的性格を有し
ている。一方で，古河市は猿島郡を中心とする周
辺市町村の中心都市として，小都市圏を形成して
いる。すなわち，古河市は，縁辺と中心という二
重の性格を持っている。このような性格を有する
地方都市の就業構造や人口特性を，フィールド
ワークに基づいて，実証的に解明しようとする点
に，本研究の意義がある。
　古河市は，東京都心から約６０��，茨城県の南
西端に位置している（第１図，第２図）。市域の
南部と西部を利根川，渡良瀬川が流下し，市域は

それぞれ栃木県，群馬県そして埼玉県と接する。
交通網は��東北本線と国道４号線が市域を縦貫
し，古河市と東京方面とを結んでいる。また，市
域を横断する国道１２５号線と３５４号線は，東西の隣
接諸都市へと延びている。市域は，旧城下町で
あった北部と農村部であった南部に大別される。
旧城下町を基礎として，早くから都市化が進展し
た北部に対し，南部は１９７０年代以降の住宅地開発
などを契機として，都市化が進展してきた。近年
の人口増加は，市域の南部が中心であり，新たに
開発された住宅地への人口流入が著しい。
　以下，本論文では，既存統計を利用して古河市
の人口特性および都市域の形成過程（Ⅱ章）の実
態を提示した上で，アンケート調査をもとに，古
河市居住者の通勤行動の特性を明らかにする（Ⅲ
章）。また，アンケート調査より，古河市居住者
の移動経歴を詳細に分析し（Ⅳ章），それらの結
果をもとに古河市における都市域の形成，住民の
居住地移動および通勤の地域特性を明らかにする
（Ⅴ章）。

Ⅱ　古河市の人口特性と都市域の形成過程

Ⅱ－１　古河市の人口特性
１）人口変化
　本節では，古河市の人口全体の動向を検討す
る。第１表は，古河市が現在の市域となった１９５５
年から２０００年までの人口および世帯数の年次推移
を示している。
　古河市の総人口は，２０００年は５８，７２７で，茨城県
内では第１１位となっている。古河市の人口は，
１９５５年から１９９５年にかけて増加してはいるもの
の，１９７０年までの増加率に比べ，それ以降の増加
率は極めて低くなっている。また，１９９５年から
２０００年の人口は減少へと転じている。
　世帯数は，２０００年は２万世帯を越え，１９５５年の
２．５倍以上となっている。一方，一世帯あたりの
人員は減少しており，１９５５年には５．０３人であった
ものが２０００年には２．８９人となっている。２０００年の
茨城県の平均では２．９９人，茨城県県西地域の平均
は３．３７人となっていることからも，古河市に居住
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する世帯の核家族化が進行していることがいえ�
る��。
　次に，古河市における年齢構造をみてみよう。
第３図は，２０００年国勢調査による人口構成を人口
ピラミッドで表したものである。この人口ピラ
ミッドは，「つぼ型」といえる。すなわち，男女と
も５０歳代前半を最大に，それ以下は２０歳代後半に
かけて微減し，２０歳代前半以下は緩やかな減少を

みせている。また，幼年人口は１５％，生産年齢人
口が６８％，老年人口が１７％である。５０�５５歳階級
が大きな値を示しているのは，第一次ベビーブー
ムによるものと考えられる。これは，矢野
（１９９１）が示したように，若年人口が東京都心部へ
と流出しているためと考えることができる��。
２）人口の分布
　本節では古河市の人口分布を検討する。第４図
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第１図　研究対象地域の概観（２００３年）



に２０００年の町丁字別の人口規模および人口密度を
示した。まず，国道３５４号線で市を北部と南部に
区分することができる。この区分は１９５５年の旧古
河市（北部）と旧新郷村（南部）の境界とほぼ一
致する。２０００年国勢調査によると，北部の人口は
４１，４０３，南部は１８，０３６となっている。さらに，北
部を，��東北本線で東西に分けると，北西部の
人口は２０，４８４，北東部は２０，９１９となっており，ほ
ぼ同規模の居住がみられる。このことから，古河
市における人口の重心は，国道３５４号線より北部
にあるといえる。
　次に，人口密度を検討する。北部の町丁の面積
は，古河（０．７８９���）・長谷町（０．３６１���）・旭町
二丁目（０．３０１���）の順に広いが，その他の町丁
の面積は狭く，平均０．１７���である。これは，北
西部が城下町であったためである。旧古河市街は
西部から発展し，第二次世界大戦中・後，徐々に
東部へ拡大してきた。そのため，西部および中央
部は人口が集中している。西部からの市街地の拡
大が収束するのは，南北に縦断する国道４号線付
近となっている。この国道４号線を境にそれより
東部においては，一部の町丁を除いて，人口密度
は低くなっている。北東部の静町は，１９７０年代前
半に行われた宅地開発の結果，人口が増えた地域
である。静町は古河市に近接する総和町，三和町
などからの転入者が多いのも特徴的である。人口
密度が１０，０００人����を越えるのは，東本町一丁
目・平和町・東四丁目・本町四丁目であり，古河
駅東部の人口過密が看取できる。
　一方南部は，町丁別の面積は広く，平均
０．７４���である。南部で人口密度が高い地域は三
和である。これは行政主導により１９７０年代に宅地
開発が行われた結果であり，人口密度は南部で
もっとも高く，８，５３４．１人����となっている。ま
た，近年ではけやき平の開発が民間業者により行
われ，１９９５年以降順次入居が行われている。
３）市内居住者の通勤状況
　本節ではまず，１９５５年から２０００年までの国勢調
査から，古河市居住者に占める就業者数に対する
古河市外への就業者数の割合の変遷を説明し，そ
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第２図　古河市の町丁字の分布（２００２年）



の後２０００年国勢調査を用いて，古河市内居住者の
就業地別の通勤者数について検討する。
　第５図には，古河市居住の就業者数に対する古
河市内就業者数を除いた茨城県内への就業者数お
よび隣接都県への就業者数を示した。古河市内就
業者数を除いた茨城県内への就業者数の割合は，
年々増えており，１９８５年には東京都への就業者数
を上回っている。これは，近隣市町村への就業者
が増えた結果であり，１９６０年代以降全国的にみら
れる工業の地方分散が要因としてあげられる。こ
の増加には，総和町とその近接町村への工業団地

開設が影響を与えていると考えられる。また，栃
木県，埼玉県への就業者数も年々増加し，埼玉県
と東京都への就業者数は拮抗している。その一方
で東京都への就業者数は，１９６５年以降横ばい傾向
となっている。
　２０００年における，古河市居住の通勤者総数は
２９，００７人である。そのうち１２，９０８人（４５％）は古
河市内への通勤であり，それ以外は古河市外への
通勤となっている。第６図および第２表には，古
河市外就業者の就業地別通勤者数を示した。都県
別では，茨城県への就業がもっとも多く，６０４９人
である。県内では，東部に隣接する総和町への就
業が最大で，３９３４人である。総和町には配電盤茨
城・丘里・北利根の各工業団地が１９６０年代に造成
されたが，それらへの通勤者が多いと予想され
る。また，総和町への公共交通機関はバスのみで
あり，その便も悪いことから，多くの通勤者が自
家用車を利用していると考えられる。茨城県に次
いで就業者が多い東京都へは３８９５人が通勤してお
り，大部分が区部への通勤者である。就業地別に
みると，山手線の東部および，北部の区に就業が
集中している。このことから，東京都への通勤に
おいては，東北本線を利用した通勤行動が活発で
あり，都内停車駅である赤羽駅，上野駅において
他線へ乗り換えて，就業地まで向かっていると考
えられる。栃木県への通勤者数は２３７２人であり，
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第１表　古河市における人口および世帯数の年次推移（１９５５�２０００年）

１世帯あたり
の人数（人）世帯数性比女（人）男（人）人口の

増減比率総人口年次

５．０３�７，９９０８７．５２１，４４３１８，７６３－４０，２０６１９５５
４．５０�９，４３１９０．８２２，２６２２０，２１２１．０６４２，４７４１９６０
４．０８１２，３０１９４．１２５，８６５２４，３３７１．１８５０，２０２１９６５
３．８６１４，０４４９４．９２７，７９３２６，３８０１．０８５４，１７３１９７０
３．７０１５，１４４９６．６２８，４６５２７，５０８１．０３５５，９７３１９７５
３．５０１６，１７７９７．４２８，６９９２７，９５８１．０１５６，６５７１９８０
３．４３１６，７７６９７．７２９，１０３２８，４３８１．０２５７，５４１１９８５
３．２５１７，９４１９８．３２９，４１４２８，８１７１．０１５８，２３１１９９０
３．０８１９，１９４９８．１２９，８２４２９，２６９１．０１５９，０９３１９９５
２．８９２０，３４１９６．７２９，８５８２８，８６９０．９９５８，７２７２０００

注）性比＝男性人口÷女性人口×１００
人口の増減比率＝当該年次の総人口÷５年前の総人口
（国勢調査による）

第３図　古河市の年齢別人口構成（２０００年）
（国勢調査による）



そのなかでも北部に隣接する野木町の１００６人，小
山市の７８５人が多くなっている。埼玉県への通勤
者数は３３９１人であり，とくに大宮市（現さいたま
市）への通勤が多く６０３人，以下隣接町である北川
辺町の２８１人，栗橋町の２６９人となっている。この
ことから埼玉県への就業には，大宮を中心とする
地域と古河隣接地域という２地域への就業に大別

される。一方，渡良瀬遊水地の対岸に位置する群
馬県への通勤者は極端に少なく，１３６人である。
　以上から，古河市居住者の通勤は，東京都区部
と総和町への流動に特徴があることがわかる。朝
の限られた時間内での移動といった条件の下で，
自家用車で都心部へ乗り入れることは慢性的な渋
滞に悩まされる。そこで定時性を求めるために，
東京都区部やさいたま市などの遠隔地への通勤
は，鉄道を使用する場合が多い。一方，近距離移
動である隣接市町村への通勤は，中小規模市町村
への通勤であり，渋滞等の制約は少ない。そのた
め，自家用車による通勤が主体となっているとい
える。これには，この地域の公共交通機関が未発
達であることも影響として考えられる。これらを
まとめると，移動は南北および東方向にみられる
が，とくに，南・東方向への移動が顕著である。
南北の移動は鉄道に依存することで，東京都区
部，さいたま市への移動が多く，東への移動は自
家用車により隣市町村への移動が多い。移動距離
は，南方向に長く，東方向に短い。

Ⅱ－２　都市域の形成過程
　本節では，古河市の都市域の形成過程を，市街
地整備構想と都市基盤整備および大規模商業施設
に注目して明らかにする。古河市は１９５０年に市制

―　��　―

第４図　古河市における町丁字別人口および
人口密度（２０００年）

（国勢調査による）

第５図　古河市居住就業者における他地区へ
の就業者数の年次推移（１９５０�２０００
年）

� 注）＊古河市内での就業者数は除く
� （国勢調査による）



施行し，１９５５年には南に隣接する新郷村との合併
を行い，現在の市域を確定している。
１）古河市の市街地整備構想
　まず，市街地整備構想における面整備事業およ
び計画的開発地区の規模と位置を第３表と第７図
に示した。市内１７地区で計画的整備・開発が行わ
れ，その内１４地区は事業が完了している。１７地区
中１６地区は住宅，１地区（坂間地区）は工業地区
として整備された。整備地区は，北東部・中央部・
中南部に集中している。

　これらの整備事業は，第二次世界大戦中の市内
最大規模整備である駅東地区に始まる（１９４２�
１９４７年）。その後の整備事業は１９６０年代に開始さ
れ，北東部の緑町および中南部の坂間地区で行わ
れた。緑町は住宅整備であったのに対し，坂間地
区の整備は，市内で唯一の工業用の土地整備で
あった。
　１９７０年代から１９８０年代にかけては，緑町周辺部
の整備が拡大された。三杉地区・三杉第２地区を
合わせたこの地域の総整備面積は５８．７��であり，

―　��　―

第６図　古河市内在住者の古河市外就業地別通勤者数（２０００年）
（国勢調査による）



住宅用に整備された地域としては，駅東地区に次
いで古河市で２番目の面積となっている。中部で
は東北本線沿線東側の駅南第１地区，国道３５４号
線付近の長谷地区・長谷第２地区において約１０��
の整備が行われた。中南部では，三和地区・中田
新田地区で約２０��の中規模整備が実施された。
これらは中南部で初めての住宅用整備である。こ
の地域の団地の一部は，１９７４年に行われた茨城国
体選手村の払い下げである。これらの建物は現在

では建替えられたものも多い。また，南部の中田
第１地区でも約１０��の整備が行われている。
　１９９０年代以降は中部の鴻巣地区で，古河市住宅
公社により「まくらがの里」とよばれる高級木造
建築による住宅地が整備された���。中南部のかわ
す地区は，民間ディベロッパーにより沼沢地を改
変して整備された。この中南部地区の総整備面積
は４５．７��であり，駅東地区・北東部に次いで広
い。このように，整備は北東部および中南部の一
部で始まり，北東部は総和町との境界付近の北東
方面へ，中南部はスプロール状に，整備が進んで
いる。大規模整備は，第二次世界大戦中・戦後の
駅東地区（８２．５��），三杉第２地区（３２．６��）と初
期の開発のみであり，その他は２０��以下となっ
ている。
　現在計画中である北東部の古河・総和接点地区
は，今後の隣接市町村合併の際の接点となるた
め，重要な整備地区となっている。また，中部の
牧野地第１・第２地区はいずれも計画段階の開発
地区である。
�
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第２表　古河市居住者の主な都県別通勤先
（２０００年）

単位：人
市区町村名都県名 ３位２位１位

五霞町　三和町　総和町　茨城県
３７０５４６３，９３４６，０４９

港区　　中央区　千代田区東京都
３８５４４０５６８３，８９５

栗橋町　北川辺町大宮市　埼玉県
２６９２８１６０３３，３９１

宇都宮市小山市　野木町　栃木県
１８９７８５１，００６２，３７２

太田市　板倉町　館林市　群馬県
１８４０６９１７７

（２０００年国勢調査による）

第３表　古河市市街地整備構想における面整備事業および計画的開発地区（１９４２�２００３年）

（２００５年迄）
累計率

宅地化
率戸数

（１９９８年迄）
累計率

宅地化
率戸数

計画
戸数

計画
人口

総面積
����

事業
完了年

施工
開始年種別地区名図面

番号
１００．０％��３４３１００．０％��３４３��３４３－１２．５１９６８１９６４住宅緑町地区�１��
１００．０％��４１０１００．０％��４１０��４１０１，０５６１７．７１９７７１９７３住宅三和地区�２��
１００．０％��１７０１００．０％��１７０��１７０１，２２０�７．６１９７８１９７０住宅中田新田地区�３��
－－－－－１５．１１９６７１９６７工業坂間地区�４��

１００．０％���３５１００．０％���３５���３５��１２０�１．５１９７９１９７７住宅中田第１地区�５��
１００．０％��２５０�７２．０％��１８０��２５０��８８０�８．８１９８５１９８０住宅駅南第１地区�６��
１００．０％���２０１００．０％���２０���２０���６５�１．９１９９１１９９０住宅鴻巣地区（まくらがの里）�７��
１００．０％１，８３８１００．０％１，８３８１，８３８－８２．５１９４７１９４２住宅駅東地区�８��
�７４．２％��２３０�６８．４％��２１２��３１０１，０８８１３．６１９７２１９７０住宅三杉地区�９��
�４６．７％���７０�４３．３％���６５��１５０��５８５�６．５１９７９１９７５住宅長谷地区１０��
�８６．０％��６５０�８０．０％��６００��７５０２，６００３２．６１９８３１９７７住宅三杉第２地区１１��
�９１．６％��１１０�８３．３％��１００��１２０��３８４�５．９１９８５１９７９住宅長谷第２地区１２��
１００．０％��２３０１００．０％��２３０��２３０��７４０�０．７１９９９１９８５住宅古河駅西口第１地区１３��
－－－－��７１０２，２００２９．１２００８－住宅古河・総和接点地区１４��

�３２．０％��１６０�２８．６％��１４３��５００２，０００２０．４１９９５１９８８住宅かわす地区１５��
－－－－��７５０２，４００２６．５２０１０－住宅牧野地第１地区１６��
－－－－��６６０２，１００２２．１２０１０－住宅牧野地第２地区１７��

注）１��から１５��は面整備事業　１６��および１７��は計画的開発地区
　��１��から１７��は　第５図内の番号に一致

（古河市市街地整備構想関係調書による）



２）都市基盤整備と大規模商業施設の影響
　古河市における都市基盤整備を第４表にまとめ
た。まず，交通網を検討すると，東北本線および
国道４号線が縦断しており，南北の交通の便は良
いと考えられる。しかし，市の西側を渡良瀬川が
南流しているため，市域を越えての西へ向かう交
通は脆弱である。西部の渡良瀬川に架かる橋は，
国道３５４号線の三国橋と新三国橋のみである。こ
れらの国道は大型トラックの交通量が多く，渋
滞が慢性化していたが，２０００年に新三国橋が完
成したことによってこの状態は幾分緩和された。
なお，これらのトラックのほとんどは通過交通

である。
　次に，工業に関しては，市内では坂間地区に坂
間企業団地（１９６７年開設）が立地するが，前述の
通り総和町への就業も多い。総和町中部には，配
電盤茨城工業団地が１９６３年に，北部には丘里工業
団地，南部には北利根工業団地がいずれも１９６６年

―　��　―

第７図　古河市における都市計画面整備事業
（１９４２�２００３年）

� 注）番号・英文字は第３表に順ずる
� （古河市都市計画図による）

第４表　茨城県古河市における都市基盤整備
事業等の展開（１９５０�２００３年）

主な出来事月年
市制施行８１９５０
横山町より厩町への市内環状道路開通６１９５２
古河駅東口開通１１９５３
新郷村と合併３１９５５
東北本線上野～宇都宮間電化完成３１９５８
新４号国道開通１２
駅東道路（十間道路）舗装完成３１９６３
古河総和地区首都圏市街地開発地域指定７
三国橋架橋工事開始２１９６６
古河駅東広場舗装完成３
東北本線急行電車一部古河駅停車
新利根川橋開通７
新三国橋完成１１１９６８
三国橋・大堤線一部開通４１９７０
市街化区域，市街化調整区域設定１１９７１
東北新幹線古河地区工事着工５１９７２
三杉土地区画整理事業完成３１９７３
三国橋・大堤線高架橋完成３１９７４
市営城郭外住宅団地完成（桜町）５
市営城郭外住宅団地�棟完成２１９７５
長谷土地区画整理事業認可１１
横山・大山線事業，坂間まで完成７１９７６
古河市総合計画策定１２
新久田ククヤ台団地住宅４５戸分譲３１９７７
中部第１土地区画整理事業完了４
三杉第２土地区画整理事業認可
中田第１土地区画整理事業組合認可９
利根住宅団地第１期５７戸分譲１２
利根住宅団地第２期６３戸分譲３１９７８
ククヤ台市営住宅完成
東北本線古河駅付近連続立体高架事業起工式５
東北本線（上り線）高架事業一部完成３１９８３
東北本線高架事業完成３１９８４
古河駅東口広場整備完了３１９８５
駐輪場が高架下に完成
都市計画道路三国橋大聖院線県事業認可１０１９９２
古河駅西口第一地区市街地再開発組合設立認可１１１９９３
古河総和土地区画整理一部事務組合発足４１９９５
市内循環バス「ぐるりん号」運行開始６１９９８
古河駅西口再開発事業「アプリ����」完成１１
古河駅にエスカレーター設置３２０００
新三国橋開通
市制５０周年記念式典挙行９
古河市・総和町・三和町合併協議会設立３２００３

（統計こがによる）



に開設されている（第５表）。１９９９年には，３工
業団地合計で７８の企業が進出し，丘里工業団地に
は４２の企業が進出している。これら企業の業種
は，食料品・建材・機械が多い���。
　最後に商業についてふれると，古河市には大規
模商業施設が数店舗ある。イトーヨーカ堂（１９７６
年開業），トステム・ビバ（１９９５年開業），サティ
（１９９８年開業）の３店舗は，いずれも市北東部に位
置し，車社会に対応した大型店として県西での広
域な商圏を有する。これらの大型店は，この地区
に立地していた製糸工場の跡地である，遊休地の
有効利用として建設された経緯がある。また，古
河駅にはテナントが出店する専門店街型の駅ビル
���（１９８７年）が立地している。その一方で，市
北西部は，北東部に比べて商業環境として停滞を
招いていた。そこで，古河駅西口第１地区におけ
る再開発が行われ，１９９８年にアプリ����が完成
した。アプリ����は，第８図に示すように２８階
建ての高層ビルである。低層階はショッピングセ
ンターと専門店街，３階から２８階まではマンショ
ンとして利用されており，古河市の新たなランド
マークとなっている。また，市南部の幹線道路沿
いにはファミレスやスーパーなど，ロードサイド
型店舗の立地が近年みられるようになった。
　以上をまとめると，古河市は都市形成として，
整備・開発では主に住宅の建設を推し進めてきた。
これは，北東部地域への人口流入に影響を与え
た。その一方で，北西部は旧来の街並みが現在で
も残る結果となった。また，北東部は国道４号線
および国道１２５号線の交差する地域であり，南北
と茨城県県西地区からの人の流れの接点となる。
整備・開発が進む１９７０年代半ばからは大規模商業

施設も進出し，駅西地区と比べ商業活動は優位と
なったといえる。

Ⅱ－３　住宅建設の地域変化
１）資料と方法
　ここでは，古河市における住宅建設の地域変化
を，１９７１年から２００１年まで１０年ごとに地図化する
ことから検討する。資料は，市役所の住宅建築許
可確認申請および建築計画概要書である。ここで
いう住宅とは，個人または不動産会社などの業者
によって申請された新築の「専用住宅」，「店舗兼
用住宅」，「長屋」，「集合住宅」とする。

―　��　―

第５表　総和町における工業団地の概要
（１９９９年）

北利根配電盤茨城丘里工業団地名
���１８��１８���４２企業数
２，６８１�６６６６，４０４従業員数
�１９６６１９６３�１９６６造成年
��１２２��１５��１１７面積（��）

（総和町資料による）
第８図　アプリ����の立面・平面図
� （アプリ����の資料より作成）



　地図化の作業では，以下のような手順によっ
て，建設が集中する市内の地区および市外からの
建設を，正確かつわかりやすく表現することに努
め た。ま ず，新 築 住 宅 を ３ 段 階 の 定 量 点
（１，１０，１００軒）を用いることで，建設数の正確
な数を地区ごとに示した。次に，市域外からの建
設に限り，都県名を記した上で，１～４軒，５軒
以上の矢印で示すことにした。特定の市町村や特
別区から３軒以上の建設があった場合には，県名
を記した枠の中にそれらの行政区の枠を設けて，
そこから建設地区に向けて矢印を描くことにし
た。これらの定量点や矢印の描画に用いた値は，
作図の過程で様々な値を試して得られた経験的な
ものである。
２）住宅建設の変化
a．１９７１年：古河駅周辺部への集中
　１９７１年には，他の年と比較してもっとも多い
５５６軒の住宅建設があった（第９図�）．そのうち，
個人による建設が５３６軒と大多数を占めた。住宅
建設が集中する地区は，駅南西部の古河であり，
２３９軒の新築があった。これ以外の駅周辺部で１０
軒以上の建設があった地区は，原町（古河の西
部），長谷町（原町の西部），下山町（古河の北西
部），東，雷電町（東の東部），横山町（東の西
部）の６つであった。これら駅周辺部の７地区の
総建設数は３４３件に上り，全体の６２％を占めた。
一方，古河市の南部において１０軒以上の建設が
あったのは，中田，鴻巣，大山，新久田の４地区
であった。これらの地区の住宅建築の合計は１１５
件であり，全体の２１％を占めた。
　次に，建設申請者の住所を検討すると，古河市
内からの建設が４７８軒と大多数を占めたことに特
徴がある。古河市外の居住者・企業による建設を
多い順に示すと，栃木県（３１軒），東京都（１７），
茨城県（１６），埼玉県（１２），千葉県（１），神奈
川県（１）となる。これを自治体別にみると，今
市市から鴻巣へ（１４），栃木県野木町から古河
（１３），荒川区から中田（７），茨城県総和町から
古河（７）の建設が多いことがわかった。

b．１９８１年：東京都からの建設
　１９８１年の古河市における住宅建設数は，３１４軒
であった（第９図�）。そのうち企業による建設
は１００軒であり，他の年と比較してもっとも多
かった。古河市北部において，住宅が１０軒以上建
設されたのは，緑町，静町，宮前町，西町，幸町
の５地区であり，合計８４軒であった。古河市の南
部では，中田，大山，鴻巣，三和，中田新田（中
田の北部）の５地区であった。これらの地区にお
ける住宅建設の合計は１１８軒であり，全体に占め
る割合は３８％に上った。１９７１年の結果と比較し
て，北部では，新築件数が激減し，駅よりも北東
から北西に１～２��以上離れた地区での建設が
多くなったこと，南部では，全体に占める建設の
割合が高まったことに特徴がある。
　古河市内の居住者・企業から申請された建設は
１６６軒であった。全体に占める割合は５３％であり，
他の年と比べてもっとも少ない。古河市外からの
建設は，東京都（７８軒），茨城県（３２），埼玉県
（２８），栃木県（５），千葉県（４），三重県（１）
であり，東京都からの建設がとくに多かった。自
治体別の移動をみると，杉並区から大山（１８），
茨城県総和町から緑町（１０），杉並区から中田
（６），板橋区から中田（６），久喜市から緑町
（６），港区から宮前町（５）への建設が多い。こ
のように，東京都の住民・企業による古河市南部
への建設が目立つ。なお，東京都からの会社によ
る建設は２６軒とさほど多くない。
c．１９９１年：南部の建設
　１９９１年には，２４０軒の住宅建設があり，そのう
ち会社による建設は８３軒であった（第９図�）。１０
軒以上の住宅建設があったのは，古河市北部で
は，静町，緑町，本町，原町の４地区であり，合
計建築数は４２軒であった。古河市南部では，中
田，大山，鴻巣において，合計９０軒，全体の４０％
を占める住宅建設があった。１９８１年と比較して，
北部では地区数・開発数ともに減少し，南部への
住宅建設の割合が高まったことが指摘できる。
　建築申請者の住所をみると，古河市内からの建
設が１３４軒であった。古河市外では，東京都（６５
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第９図　古河市における住宅建設数の変化（１９７１・１９８１・１９９１・２００１年）
� （住宅確認申請および建築計画概要書より作成）



軒），茨城県（１７），埼玉県（１３），栃木県（７），
千葉県（２），神奈川県（１），愛知県（１）の順
となる。自治体別の移動は，杉並区から大山
（３０），新宿から中田（１１），練馬区から中田
（８），杉並区から中田（５），茨城県総和町から
大山（５）への移動が多かった。東京都からの建
設は業者によるものが５０軒と多く，そのすべてが
大山と中田に集中していることに特徴がある。
d．２００１年：開発の停滞
　この年の住宅建設数は１７８軒であり，他の年代
と比較してもっとも少なかった（第９図�）．企
業による建設も１８軒にすぎない。住宅建設が１０軒
以上集中する地区は，北部には無くなり，南部で
は，鴻巣，中田），大山，けやき平の４地区４８軒
であった。建築申請者の住所は，古河市内が１２４
軒であった。古河市外では，茨城県（１９軒），埼
玉県（１９），栃木県（５），東京都（７），神奈川
県（２），千葉県（１），宮城県（１）である。東
京都からの建設が少なくなったため，茨城県や隣
接県からの建設が目立つようになった。また，南
部の新興住宅団地であるけやき平では，宮城県な
どの遠方の県を含めて，県外からの建設が多いこ
とに特徴がある。
３）古河市における住宅建設の特徴
　十年一昔というように，住宅地建設の１０年ごと
の変化を示した地図は，古河市における住宅地建
設の動的な変化をよく示しているように思われ
る。換言すれば，３０年以上前に駅の近くで発生し
た住宅建設の波紋は，その後急速に南北へ広ま
り，現在ではその波形が小さくなりつつあるとい
えよう。１９７１年は，経済の高度成長が続いていた
時代であり，駅近隣の地区では，古河市や近隣市
町村に居住する住民によって，爆発的な住宅開発
が行われた。また，駅から２～５��以上離れた
北部と南部の地区でも，県・市・企業などによる
住宅団地の開発が進められた。この時期すでに，
古河市内における郊外化が始まっていたのであ�
る���。
　１９８０年代に入ると，古河市の住宅開発は，農村
的な土地利用が残存する北東部や南部の地区を中

心に進んだ。東京の業者による住宅建設に特徴づ
けられる１９８１年の地図は，この時期に東京の住民
が古河市に住宅を建設し，同時に古河市近隣への
転職が増加したことを裏付けるものである。バブ
ル経済期に相当する１９９１年にも，南部への住宅建
設は，東京都の建設業者によって続けられ，経済
不況となった２００１年にもかろうじて継続してい
る。このことは，茨城県内を始めとして栃木県や
埼玉県への通勤者が増加を続けていることを示唆
するものである。

Ⅱ－４　自治会の増加
　自治会の設立など，住民組織の消長は，当該地
域の人口増加を反映する。古河市の自治会は，古
い起源を持つものの，住宅地の建設とともに分
離・改名を頻繁に繰り返してきた。そのため，そ
の正確な数と設立年を把握することは，予想以上
に困難であった。古河市には，２００３年６月時点で
確認できたものだけで，１２５の自治会がある（第
６表）。ここでは，古河市自治推進課での聞き取
り調査，古河市小学校区地図，古河市自治会連合
会（１９７６）���，古河市史編さん委員会（１９８３）���な
どの資料を基に，古河市における自治会の名称と
設立年の実態を説明する。
　江戸時代の町名と同じ名称で継続している自治
会の数は２５である。これらの自治会は，例えば白
壁町や江戸町など，古河駅西部の旧城下町に多く
残存し，自治会の面積も狭い。明治時代から大正
時代にかけて設立，分離・改名されたものは１７，
第２次世界大戦以前の昭和時代に分離・改名され
たものは９である。１９０６（明治３９）年に設立され
た松原町���の起源は，渡良瀬遊水池の建設計画と
ともに廃村となった谷中村の住民や，旧野木村の
住民が移住してできた集落である。また，１９３８年
に設立された三丁目・四丁目・五丁目は，国道４
号線の開通とともに，二丁目から続くナンバー自
治会に改名されたものである。
　第２次世界大戦後に設立，分離・改名された自
治会は７４に上る。これらのほとんどは，住民と住
宅の増加を契機とするが，とくに新しい住宅団地
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第６表　古河市における自治会の設立年
設立の経緯，起源など世帯数人口設立年自治会名

８４２１７（江戸時代）石町
１２８３０１（江戸時代）一丁目（牡丹会）
１１（江戸時代）大山
１４２３８６（江戸時代）厩町
５４１７４（江戸時代）江戸町
１６２４３２（江戸時代）鍛治町
２２４６０８（江戸時代）観音寺町

自治会設立の契機は１９５３年の渡良瀬処理場の建設５９１６３（江戸時代）小砂町
７４１７０（江戸時代）紺屋町
９０２８４（江戸時代）坂間町
２１７６３３（江戸時代）桜町
６３１６５（江戸時代）白壁町
１６０４４４（江戸時代）新久田町
６０１４９（江戸時代）大工町
２５２６３９（江戸時代）台町
６６１４１（江戸時代）田町
３７１００（江戸時代）天神町
３９１３５（江戸時代）鳥喰町
８５１９２（江戸時代）鳥見町
１３９３６８（江戸時代）仲之町
１３３３５７（江戸時代）長谷町
４５９１，０８０（江戸時代）七軒町
９６２７１（江戸時代）二丁目
？？（江戸時代）船渡町
７５１１９０７（江戸時代）八幡町

南北に分離した年は不明．起源は江戸時代の新町２７８５（明治時代）北新町
改名の年は不明．起源は江戸時代の駒ヶ崎村１０３９（明治時代）駒ケ崎
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の片町１１８３３５（明治時代）西片町
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の代官町４５１１９（明治時代）西代官町
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の鷹匠町６９１７３（明治時代）西鷹匠町
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の代官町４４１２７（明治時代）東代官町
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の鷹匠町３９８９（明治時代）東鷹匠町
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の片町３６９９（明治時代）東片町
東西分離の年は不明．起源は江戸時代の新町７１１８９（明治時代）南新町
御茶屋口稲荷神社に由来．９０２３２（明治時代）三神町
改名の年は不明．起源は江戸時代の牧野地村９８３０１（明治時代）牧野町
改名の年は不明．起源は江戸時代の四丁屋敷５５１２５（明治時代）四丁町
版籍奉還２５１７４３１８６９（明治２）裏新町
版籍奉還９９２３６１８６９（明治２）表新町
谷中村や野木村からの移転者により設立７９０１９８９１９０６（明治３９）松原町
東西に分離．起源は江戸時代の杉並町２２６７１９１６（大正５）西杉並町
東西に分離．起源は江戸時代の杉並町７２３１９１６（大正５）東杉並町
七軒町より分離１５６３８１１９２６昭和町
古河町立商業学校の設立６７０１７５６１９２９旭
横山町より分離９８２７７１９３１中横
雷電町より分離１３９３５８１９３３末広町
国道開通．旧北横山町２２６６０３１９３８五丁目
国道開通．旧横山町東裏４５１０７１９３８三丁目
国道開通．旧小梅町１６０３９５１９３８四丁目
２町に分離．起源は江戸時代の中田町５２６１４５２１９４１中田一丁目
２町に分離．起源は江戸時代の中田町６３７１９２７１９４１中田町
松原町より分離７２１９３１９４５栄
３町に分離．起源は明治時代の下山８１５２３６１１９４７下三
３町に分離．起源は明治時代の下山２８２７６０１９４７下山一丁目
３町に分離．起源は明治時代の下山６７０１８４０１９４７下山二丁目
公営住宅建設．畑中より分離２６９７３０１９５０常盤台
市制施行で現在の名称．起源は明治時代の雷電前３７５９７１１９５０雷前町
市制施行で現在の名称．起源は明治時代の雷電町３０５７９５１９５０雷電一丁目
市制施行で現在の名称．起源は明治時代の雷電町７７２１９８８１９５０雷電二丁目
下山三丁目より分離１７７４８３１９５５住吉町
町村合併で４町に分離（旧新郷村）．起源は江戸時代の大山村２３２６５６１９５５大山一丁目
町村合併で４町に分離（旧新郷村）．起源は江戸時代の大山村１１７４１２１９５５大山二丁目
町村合併で４町に分離（旧新郷村）．起源は江戸時代の大山村６４２４８１９５５大山三丁目
町村合併で４町に分離（旧新郷村）．起源は江戸時代の大山村１４９５１１１９５５大山四丁目
町村合併で現在の名称（旧新郷村）．起源は江戸時代の茶屋新田村１３３４００１９５５上町
町村合併で２町に分離．起源は江戸時代の鴻巣村５１５１４３１１９５５鴻巣一丁目
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第６表　続き
設立の経緯，起源など世帯数人口設立年自治会名

町村合併で２町に分離．起源は江戸時代の鴻巣村３００９０７１９５５鴻巣二丁目
町村合併により名称変更．起源は江戸時代の長谷村２６７７２５１９５５南長谷町
県営・市営住宅の建設．板間より分離２１０５９７１９５７赤松町
住宅開発．日本ピストンリング社（軍工場）の跡地．畑中より分離３９４１０４７１９５８平和台
旭有機材工業の社宅建設．１９９６年の会社移転により解散１９６４（旭有機）
市営住宅の建設．大山より分離９１２２１１９６５上耕地
茨城県労働者住宅生活協同組合（労住協）の住宅建設．新久田より分離７３２２５１９６５ひばりが丘
大宮航空工業（三桜工業）の社宅建設．鴻巣より分離１５１３８８１９６６旭ヶ丘
茨城県労働者住宅生活協同組合（労住協）の住宅開発．新久田より分離１００２９４１９６６新久田三丁目
南長谷より分離７８２２７１９６６弥生
周辺地区の住宅開発．畑中・三本杉より分離４６９１２３７１９６７静町
市営住宅団地の開発（県営古河競馬場の跡）．雷電二丁目より分離４４１２３１９６７中谷町
住宅団地造成．三本杉より分離４３４１２４０１９６７緑町
宅地開発．鴻巣より分離５９１５６１９７０富士見町
宅地開発．茶屋新田町より分離３０９５１９７１さつきが丘
下山二丁目より分離１７０４４１１９７１南下山町
起源は江戸時代の茶屋新田村２５６７９５１９７１（？）茶屋町
宅地開発．中田新田町より分離１８３５１９１９７３さくらが丘
５町に分離．起源は江戸時代の中田新田町４９１５２１９７３中田新田一丁目
５町に分離．起源は江戸時代の中田新田町１７７５３８１９７３中田新田二丁目
５町に分離．起源は江戸時代の中田新田町２９８２１９７３中田新田三丁目
５町に分離．起源は江戸時代の中田新田町２４７７５９１９７３中田新田東
５町に分離．起源は江戸時代の中田新田町４２１２３１９７３中田新町
５町に分離．起源は江戸時代の原町１４３４０７１９７３新原
５町に分離．起源は江戸時代の原町３６６１０４５１９７３原
５町に分離．起源は江戸時代の原町５７１６４１９７３原和
５町に分離．起源は江戸時代の原町２３５５１８１９７３東原
５町に分離．起源は江戸時代の原町１４７４１２１９７３元原
改名．起源は江戸時代の横町１２６２９７１８７２横山町
改名．起源は１８８１年の三本杉５６８１５４３１９７３三杉町
国体選手村．中田新田町より分離１０５３３７１９７４青葉台
国体選手村．茶屋新田町より分離５８１５６１９７４茶屋西町
中田新田より分離６３１５６１９７６神明町
ミニ開発による宅地造成，新久田地区より分離４８１５２１９７８ククヤ台
住宅開発．ククヤ台より分離１７１４９１１９７９あけぼの台
利根団地造成により中田地区より分離１２０３２８１９７９希望ヶ丘
第七小学校周辺，坂間・三和地区１５１４３０１９７９光陽台
県営住宅の建設による，坂間・新久田地区より分離６４１９０１９７９新久田県営アパート
ミニ開発による宅地造成７３２１６１９８０親和
長谷町地区より分離４２１２６１９８０西の台
住宅開発．南長谷自治会より分離，飛地状態８１５１９８０長谷町北の台
南長谷自治会より分離３５９５１９８０南長谷第一
１９６７年の板間企業団地の建設，企業組合１１４２１９８２坂間企業団地
長谷・牧野地地区より分離６１１５３１９８２長谷本町
住宅開発．新規造成により静町より分離３４３９４６１９８２もみじが丘
新規造成により緑町より分離２８４８０４１９８２桃ケ里
マンション建設による，本町二丁目より分離２９７４１９８９グリーンパーク第一
坂間より分離５３１７３１９８９東谷
住宅団地造成．大山より分離８３２９８１９９１新大山
平和台より分離１３１４２０１９９２新平和町
新規造成により大山一丁目から分離２２８０１９９３大山サンハイツ
１９９４年相鉄によるマンション建設２９４７５８１９９５ヴェルシティ古河
若葉マンション建て替えに伴う自治会改組．起源は１９７０年の県住宅供給公社の
マンション建設による若葉町

１３４３５５１９９６ルネ古河若葉

坂間・駒ヶ崎地区より分離６０１００１９９７西赤松
けやき平団地の建設２２８７８５１９９８けやき平
長谷町より分離，２００２年に解散１９９８（長谷曙）
長谷町自治会より分離，飛地状態５１９１９９８文殊
原町と長谷本町より分離６３１７５１９９９東長谷
１９９８年１１月：高層マンション・アプリ����の建設２００４２２２０００アプリ����
市営住宅の自治会．光陽台より分離６０１６９２００１グリーンヒル９９８
マンション建設．七軒町自治会より分離１０１２４４２００１友愛コーポ

注）便宜上もっとも古い起源は江戸時代とした。人口と世帯数は２００３年の値。
（古河市自治推進課での聞き取り調査，古河市小学校区地図（１９９０年，２０００年），古河市ごみカレンダー（１９９８
年），古河市自治会連合会（１９７６年），古河市編さん委員会（１９８３年）より作成）



の造成によるものが約半数を占める。住宅団地の
造成によって設立された自治会のなかで，市や県
などの公的機関による開発は，確認できたものだ
けで１０あった。最初の開発は１９５０年の公営住宅建
設の常盤台である。また，１９６７年に設立された中
谷町は，県営の古河競馬場跡地に作られた市営住
宅団地であり，１９７４年の青葉台と茶屋西町は，国
体選手村の建物を利用した住宅団地を起源とする
自治会である。
　不動産業者などの企業による住宅団地の開発に
よって設立された自治会は，明言されているもの
だけで２１に上る。最初の開発は１９５８年の平和台で
あり，これは軍需工場であった日本ピストンリン
グ社の跡地を利用したものだった。それ以降に設
立された自治会は，住宅団地と同じ名称であり，
樹木の名前を冠したり，「台」や「丘」など，見晴
らしのよい高台をイメージさせる文字を付けたり
したものが多い。近年では，とくに１９８０年代後半
以降，マンションの建築にともなう自治会の設立
が目立つ。前述の高層マンション・アプリ����
は，建設と同時に２２０世帯が入居することにより，
０．７��の敷地に突如として大規模なマンション自
治会が出現した例である。
　その他，住宅地の開発とは明言されていないも
のの，１９５０年代以降に分離した自治会は住宅地と
住民の増加によるところが大きい。このような自
治会は，南部の農村的土地利用が残存する地区に
多い。例えば中田や大山など，起源は江戸時代に
さかのぼるものの，分離して名称が変わったもの
があげられる。なお，工場などの給与住宅居住者
によって設立された自治会は３件と少なく，その
うち１件はすでに解散された。
　以上をまとめると，（１）古い名称を維持してい
る自治会は，狭小で商業的な土地利用が卓越する
北部に多い。一方，（２）農村的な土地利用が残存
し，高度経済成長期以降に住宅開発が進んだ郊外
や南部では，分離・改名した自治会が多い。さら
に近年では，（３）駅周辺のマンション開発など，
垂直的な空間利用の結果として，新たな自治会が
設立されていることに特徴がある。

　また，町内会の範囲と地区との関連を検討する
と，例えば，常盤台は平和町と常葉町の一部，中
谷町は北町の一部であるというように，自治会の
境界は複雑に入り組んでいたり，飛び地になって
いたりして，地図化が困難である。自治会が細分
化される理由には，新しい住宅団地やマンション
の建設ばかりでなく，住民の増加によって住民同
士の意思疎通がうまく図れなくなったことによる
分離や，通行量の多い幹線道路の建設による分断
など，様々な実態がある。

Ⅲ．古河市住民の通勤パターン

Ⅲ－１　アンケート調査の方法
　本研究では，古河市住民の通勤流動と居住地移
動を考察するため，２００３年の５月２８日から６月４
日にかけてアンケート調査を実施した。アンケー
トは世帯属性，結婚以前の居住経歴，結婚から現
住地に居住するまでの居住経歴，世帯構成員の通
勤・通学方法の４項目から構成されている。この
アンケートを行うにあたり，古河市域を３地域に
区分し���，各地域内に立地する小学校を一つずつ
選定した（第１０図）。アンケートは小学校の協力
を得て，３・４年生児童を有する世帯に対して，
５８９部配布し，���そのうち８６．４％に相当する５０９部
を回収した（第７表）。なお，アンケート調査の
概要は，第８，９，１０表に示した。次節以降はこ
のアンケート調査の結果に２００３年５月に行った聞
き取り調査の結果を加えて考察を行う。

Ⅲ－２　古河市住民の通勤特性
　本節では，アンケート対象となった小学校区内
に居住する世帯主の通勤手段とその就業地の分布
に着目して，古河市住民の通勤特性を考察する。
１）古河第二小学校区
　古河第二小学校区（以下，第二小学校区）は，
古河駅や古い商店街を含む中心市街地に相当し，
小学校は駅から南西に約３００�離れている。
　この第二小学校区世帯主の通勤手段を示したの
が第１１図�である。この図では自家用車を自ら運
転して就業地へ向かう世帯主が６３人ともっとも多

―　��　―



い。次いで，６２人の世帯主が，鉄道と他の交通手
段を組み合わせて通勤している。
　第１２図は第二小学校区世帯主が自家用車で通勤
する就業地の分布を示している。これによると，

古河市（１６名）と総和町（１５）に通勤している世
帯主の数が多い。そして，総和町を除いた猿島郡
や埼玉県の大利根町（３），幸手市（２），また群
馬県の館林市（１）へも通勤者がみられる。
　第１３図�は第二小学校区における自家用車で通
勤する世帯主の通勤時間を示したものである。こ
こから，自家用車により就業地へと通勤している
世帯主の就業地は，３０分以内の近隣地域内に限ら
れていることがわかる。
　これは古河市内から古河市近隣の就業地へ向か
うバス交通が発達していないため，近隣市町村へ
の通勤者は，自家用車での通勤を余儀なくされて
いるものと考えられる。また就業地が分布する市
町村へは，古河市から国道４号線や国道３５４号線
などの幹線道路が整備されている。加えて就業地
に従業員用の駐車スペースが確保されているな
ど，自動車通勤を行いやすい環境が整っているこ
とも要因としてあげられる。
　第１４図は，関東地方における第二小学校区世帯
主の就業地の最寄��駅を示したものである。こ
れによると，大宮駅を最寄駅とする世帯主の数が
もっとも多く（５），次いで新宿駅（３），池袋駅
（２），渋谷駅（２），上野駅（２），東京駅（２）
など東京都区部のターミナル駅の利用者が多い。
また，古河駅のある東北本線や武蔵野線沿線にも
就業地が分布している。都区部以外では，八王子
駅（１）や神奈川県の川崎駅（１），鶴見駅（１）
への通勤も確認できる。一方で，古河市以北の地
域では宇都宮駅（２）や小山駅（１）の利用がみ
られる。
　また第１３図�から鉄道を利用している世帯主の
通勤時間を検討すると，６０分を超える通勤のほと

―　��　―

第１０図　アンケート対象校の学校区（２００３
年）

� （古河市教育委員会資料より作成）

第７表　アンケートの概要（２００３年）

有効回答率（％）有効回答数（部）回収率（％）回収数（部）配布数（部）
９７．６１６０８９．６１６４１８３第二小学校
９３．０１７３８０．９１８６２３０第六小学校
９５．６１５２９０．３１５９１７６第七小学校
９５．３４８５８６．４５０９５８９　　　合計

（アンケート調査より作成）



んどに鉄道が利用されている。これは鉄道通勤者
の就業地が，古河市から鉄道のアクセスが良い東
北本線沿線地域や東京都区部に集中していること
や，通勤時間短縮のために鉄道を利用しているた
めと考えられる。

２）古河第六小学校区
　古河第六小学校区（以下，第六小学校区）は市
の北部に位置する。また栃木県野木町に隣接した
住宅地を含んでおり，小学校は駅から北東に約１
��離れている。
　この第六小学校区世帯主の通勤手段を示したの
が第１１図�である。この図から，本人自ら自家用
車を運転して就業地へ向かう世帯主が８３人ともっ
とも多い。そして，次に多いのが，第二小学校の
事例と同じく，徒歩や自転車と鉄道を組み合わせ
た通勤手段で，５４人の世帯主が利用している。
　第１５図は第六小学校区世帯主が自動車で通勤し
ている就業地の分布を示している。ここから古河
市（３５人），総和町（２３），三和町（５），結城市
（１），そして総和，三和町を除く猿島郡への通勤
がみられる。また近隣の栃木県佐野市（１）や栃

―　��　―

第８表　事例小学校の世帯人員数（２００３年）

合計第七小学校第六小学校第二小学校人数
�１３�５�４�４２人
�４６１３１３２０３人
２０６５９８５６２４人
１１８３８４２３８５人
�７１２１２６２４６人
�２２１０�５�７７人
��６�４�１�１８人
�１５�３�８�４����

（アンケート調査より作成）

第９表　世帯主の職業（２００３年）

合計第七小学校第六小学校第二小学校
３３５１０２１２２１１１会社員
５６１４２５１７公務員・団体職員
５０１６１８１６その他の自営業
１０５３２パート・アルバイト
９２２５商工業経営
７５２０年金生活者・定年退職者
１１００農林漁業
１０１０家族従業者
３１１１その他

（アンケート調査より作成）

第１０表　アンケート回答世帯の居住地移動回数（結婚後）（２００３年）

合計第七小学校第六小学校第二小学校
移動回数 ％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数

��０．８��４��０．０��０��０．５��１��１．８��３６回以上
��０．０��０��０．０��０��０．０��０��０．０��０　　５回
��３．８�１９��２．０��３��６．０�１１��３．０��５　　４回
��６．６�３３��６．６�１０��７．１�１３��６．１�１０　　３回
�１９．４�９７�２２．４�３４�２０．１�３７�１５．８�２６　　２回
�３５．３１７７�３７．５�５７�３１．５�５８�３７．６�６２　　１回
�３１．５１５８�３０．３�４６�３１．０�５７�３３．３�５５　　０回
��２．６�１３��１．３��２��３．８��７��２．４��４　無記入
１００．０５０１１００．０１５２１００．０１８４１００．０１６５　　合計

（アンケート調査より作成）



木市（１）への通勤も確認できる。
　次に第１３図�から第六小学校区世帯主の通勤時
間を検討する。ここから通勤時間が３０分以内の世
帯主は，そのほとんどが自家用車で通勤している
ことがわかる。以上から先述の第二小学校区の世
帯主と同様に，古河市近隣への通勤には自家用車
が多く用いられており，その要因も，第二小学校
区と同様であると考えられる。
　第１６図は関東地方における第六小学校区世帯主
の就業地の最寄��駅を示したものである。これ
によるとターミナル駅である新宿駅（３）と東京
駅（３）の近くに就業地がもっとも多く分布して
いる。そして都内の他の駅では上野駅（２），秋
葉原駅（２），板橋駅（２）の周辺に就業地がみら

れる。また東北本線沿線では大宮駅利用者（２）
が，古河市以北では宇都宮駅（２）の利用者が確
認される。これはさいたま市と宇都宮市が，とも
に県の中心業務機能を有しているため，通勤者が
いるものと考えられる。また古河市からそれらの
都市への鉄道でのアクセスが容易であることもそ
の要因と推察される。
　また，第１３図�から，鉄道通勤をしている世帯
主の通勤時間は，８０分以上の通勤でその値が高く
なっている。この要因も第二小学校区と同様のも
のが考えられる。
３）古河第七小学校区
　古河第七小学校区（以下，第七小学校区）は市
の南部に位置し，古くからの住宅地と，１９９０年代

―　��　―

第１１図　事例小学校区世帯主の交通手段（２００３年）
注）鉄道通勤者の凡例は，鉄道と組み合わせて利用している交通手段を示す。

（アンケート調査より作成）



に開発が進められたけやき平地区を含んでおり，
小学校は駅から南に約３㎞離れている。
　第七小学校区世帯主が利用している通勤手段を
示したのが第１１図�である。これをみると，世帯
主本人が自家用車を運転し就業地へ向かうものが
９０人と極めて高い値を示す。
　そして自家用車に次いで多いのが，先の２小学
校区と同様に鉄道と他の交通手段を組み合わせた
通勤手段である。しかし，第七小学校区の世帯主
の通勤手段に特徴的なのは，徒歩や自転車ではな
く，家族の運転する自家用車やシャトルバスと鉄
道を組み合わせて利用している点で，この方法で
１０人の世帯主が通勤している（写真１・写真２）。
　第七小学校区は事例小学校区の中で，駅から

もっとも離れた地域である。そのため，鉄道を利
用する場合は，家族の運転する自家用車で駅へ向
かい，そこで鉄道に乗り換えるキスアンドライド
方式（���方式）の通勤行動が顕著である。ま
た，同様の理由で，けやき平地区から古河駅へ朝
夕の時間帯にシャトルバスが運行されており，世
帯主はそれを利用して駅へ向かい，鉄道により通
勤している���。
　第１７図は第七小学校区世帯主が自家用車で通勤
する就業地の分布を示したものである。まず先述
の２小学校区と同様に古河市（１０人）と総和町
（１０）への通勤がそれぞれ高く，次いで五霞町
（４）など総和町を除く猿島郡や八千代町（１）へ
の通勤がみられる。また埼玉県の大利根町（１）
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第１２図　自動車通勤者の就業地分布（第二小学校区世帯主）（２００３年）
（アンケート調査より作成）



や久喜市（１）への通勤も確認できる。
　第１３図�から第七小学校区世帯主の通勤時間を
みると，３０分以内の時間帯で自動車通勤している
世帯主が６５人と極めて高い値を示す。ここから第
七小学校区の自動車通勤をしている世帯主も，先
の２小学校区と同様に，短時間で通勤できる近隣
の市町村に就業地があり，要因も類似したものが
考えられる。
　また第七小学校区では住宅の駐車スペースが自
動車通勤に大きく作用している。古河市内で１９６０
年代に住宅開発が行われた地域では，駐車スペー
スが２台以上確保されている住宅は少ない。一方
第七小学校区では，１９８０年代以降に開発された住
宅地を中心に，各戸に２台の駐車スペースが設け
られている（写真３）。そのため，第七小学校区
では自家用車を２台以上所有している世帯が多く
なっている���。
　第１８図は，関東地方における第七小学校区世帯
主の就業地の最寄��駅を示したものである。こ
の図ではターミナル駅の新宿駅（５）周辺に就業
地を持つ世帯主がもっとも多い。また都内では東
京駅（２）や，目黒駅（２）などの都区部南部へ
の通勤者が確認できる。都区部以外では，八王子
市，さいたま市，そして古河市以北では友部駅
（１）の利用者がみられる。
　鉄道通勤をしている世帯主の通勤時間をみてみ
ると，９０分を超える通勤でその値が高くなってい
る（第１３図�）。また先の２小学校区と同様に，鉄
道通勤者の多くが，東京都区部方面に就業地があ
るものと考えられる。

Ⅲ－３　古河市住民の通勤パターン
　前節では古河市内に立地する３つの小学校で
行ったアンケート調査の結果から，各小学校区に
おける古河市住民の通勤特性を検討した。
　これまでの分析の結果，通勤時間は通勤手段と
密接に関連しているといえる。通勤時間が６０分未
満の場合には，自家用車を用いるものが多いのに
対し，６０分以上の通勤では鉄道を利用する者が多
いことがわかった。これに就業地の分布を加えて
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第１３図　事例小学校区世帯主の通勤時間
（２００３年）

� （アンケート調査より作成）
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第１４図　関東地方における就業地最寄��駅の分布（第二小学校区世帯主）（２００３年）
（アンケート調査より作成）

第１５図　自動車通勤者の就業地分布（第六小学校区世帯主）（２００３年）
（アンケート調査より作成）
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第１６図　関東地方における就業地最寄��駅の分布（第六小学校区世帯主）（２００３年）
（アンケート調査より作成）

写真１　古河駅西口における通勤風景（２００３
年５月撮影）

� 自家用車などで駅に向かい，鉄道を利用
して通勤する���方式による通勤がみ
られる。

写真２　シャトルバスによる通勤（２００３年５
月撮影）

� シャトルバスは，朝夕の通勤時間帯に古
河駅西口とけやき平地区を結んでいる。



考察すると，古河市住民の通勤パターンは，自家
用車を用いて市の周辺部に通勤するもの（古河市
近隣型）と，鉄道と他の交通手段を組み合わせて，
東京・埼玉方面へ向かうもの（都心指向型）の，
二類型に分けることができる。
　古河市近隣型の就業地は，古河市，猿島郡そし
て古河市に隣接する栃木県，群馬県，埼玉県の自
治体に分布している。これらの自治体に自動車通
勤が多い要因には，古河市と周辺部を結ぶ路線バ
スの運行本数が少なく，近隣の就業地へは，自家
用車を利用せざるを得ない環境が形成されている
ためと考えられる���。また古河市から近隣自治体
へは国道４号線や国道３５４号線などの主要国道が
通っているため，自家用車によるアクセスが容易
である。さらに地価の安い郊外の就業地では，従
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第１７図　自動車通勤者の就業地分布（第七小学校区世帯主）（２００３年）
（アンケート調査より作成）

写真３�新興住宅団地の駐車スペース（２００３
年５月撮影）

� 写真はけやき平団地であるが，各戸２台
分の駐車スペースが設けられている。



業員用の駐車スペースが確保されていることなど
も自動車通勤が卓越する要因の一つと考えられ
る。加えて１９８０年代以降，開発が行われた古河市
の住宅地には，一戸あたり２台程度の駐車スペー
スが確保されている点も世帯主の自動車通勤を促
す要因と考えられる。
　都心指向型の就業地は，東京都区部や神奈川県
など南関東地域に分布している。これは都心部の
就業地が古河市から約６０��離れており，自家用
車で直接職場へ向かうよりも，鉄道を利用したほ
うが，交通渋滞を回避できるなど，時間短縮効果
が期待できるためと考えられる。また，１９８８年に
は東北本線の一部の列車が池袋駅に乗入れを開始
し，就業地の増加が著しい都区部西部へのアクセ
スが容易になった。このことも鉄道通勤の要因の
一つと考えられる。なお，この通勤パターンは，
東北本線のセクターとなっている宇都宮市へもみ
られる。

Ⅳ　古河市住民の居住地移動パターン

Ⅳ－１　古河市居住世帯の居住地移動の特性
　本節では，古河市住民の居住地移動を分析する
にあたり，世帯として行動する結婚時の居住地か
ら現住地までの移動に着目し，古河市住民の居住
地移動の特性を検討する。
１）移動回数
　アンケート回答世帯の結婚時の居住地から現住
地までの移動回数を第１０表に示した。３回以上の
移動に着目すると，第六小学校区でその割合が高
く，第七小学校区で低くなっている。また，移動
経験がない世帯がアンケートに回答した全世帯の
３１．５％存在し，移動回数が１回，あるいは２回と
いう世帯が半数以上の５４．７％を占める。全世帯の
平均移動回数は１．１７回であり，結婚時に居住した
住居に引き続き居住する世帯，あるいは１回，な
いしは２回の移動を行い，現住地に転入した世帯
が多いことを示している。
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第１８図　関東地方における就業地最寄��駅の分布（第七小学校区世帯主）（２００３年）
（アンケート調査より作成）



２）居住地移動の発着地
　次に，結婚後に居住地移動を経験した世帯の移
動の発着地を検討する。第１１表は各世帯において
最近に行われた移動である前住地を示している。
すべての小学校区において，もっとも高い割合を
示す移動は，市内移動である。中でも第六小学校
区居住世帯は第二，第七小学校区居住世帯に比
べ，市内移動の割合が高く，６６世帯（５５．０％）に
のぼる。第六小学校区はアンケートに添付した古
河市の地域区分では駅東地域に分類されるが，前
住地が古河市内であった第六小学校区居住６６世帯
のうち，５７世帯は現住地と同じ駅東地域を前住地
としており，比較的狭い範囲での移動が卓越して
いる���。一方，第二，第七小学校区居住世帯で
は，南関東からの転入が多い。とくに高い割合を
示すのは埼玉県である。第二，第七小学校区居住
で，前住地が埼玉県であった４３世帯のうち，１２世
帯は旧大宮市を中心とするさいたま市からの転入
であり，ついで久喜市（７），蓮田市（４）が続
く。大宮，久喜，蓮田はともに東北本線沿線に位

置し，東北本線が古河市居住世帯の居住地移動に
とって大きな意味をもっているといえよう。
　次に，２回以上の居住地移動を経験した世帯に
ついて，前住地までの居住地移動について検討す
る。第１２表は前住地から現住地への移動を除いた
すべての移動を示したものである。第六小学校区
ではこれらの移動においても古河市内の移動が２７
件（２８．４％）と卓越している。これらの移動にお
いても駅東地域から駅東地域という近距離移動が
もっとも多く，１５件確認された。また，全小学校
区に共通の特徴として，南関東内での移動が多い
ことが挙げられる。とくに第二，第七小学校区に
おいてその割合が高く，それぞれ２０件（２６．３％），
１５件（２３．８％）であった。これら南関東内の移動
の中でも，第二小学校区では８件が埼玉県内，７
件が東京都内の移動であるのに対して，第七小学
校区では７件が埼玉県内，都内移動は１件のみで
あり，第二小学校区居住世帯のほうがより東京都
内での移動が多い。
　これらのことから，第六小学校区居住世帯の結

―　���　―

第１１表　アンケート回答世帯の前住地

第七小学校第六小学校第二小学校
％世帯数％世帯数％世帯数
�３７．５�３９�５５．０�６６�３９．６�４２古河市
（２０．５）　���８（１０．６）�　��７（２１．４）�　��９駅西地域
（２３．１）　���９（８６．４）　��５７（５２．４）　��２２駅東地域
（５６．４）　��２２�（３．０）�　��２（２６．２）　��１１南地域
�１５．４�１６１１．７�１４�１７．０�１８古河市近隣�
��２．９��３��４．２��５��１．９��２茨城県��
��１．０��１��２．５��３��４．７��５栃木県���
��１．９��２��０．０��０��０．９��１群馬県
�２１．２�２２��７．５��９�１９．８�２１埼玉県���
��１．０��１��３．３��４��３．８��４千葉県
�１０．６�１１��５．８��７��６．６��７東京都
��４．８��５��０．８��１��２．８��３神奈川県
��３．８��４��９．２�１１��２．８��３その他
１００．０１０４１００．０１２０１００．０１０６合計

注）�茨城県（総和町・三和町・五霞町・猿島町・境町），栃木県（野木町・小山市・藤岡町）埼玉県
　　（北川辺町・栗橋町）。
　�����古河市とその近隣市町村を除く。
　������古河市近隣市町村を除く。
　　（　）内の数値は各小学校区における前住地が古河市である世帯に対する割合。

（アンケート調査より作成）



婚時から現住地までの移動は，古河市内の移動が
中心であり，さらに移動は駅東地域内に限定され
ている傾向がある。それに対して，第二，第七小
学校区では，埼玉県や東京都という南関東内での
移動や南関東からの転入が多いことが確認でき
る。第二小学校区と第七小学校区を比較すると，
早くから市街地化が進展していた地域である第二
小学校区には，東京大都市圏郊外の中でも郊外部
内帯にあたる都心部からの転入者が多く，第七小
学校区は郊外部外帯にあたる埼玉県からの転入が
多くみられる。

３）現住地への転入時期
　第１９図は現住地への転入世帯数を示したもので
ある。これによると，全小学校区において転入世
帯数は１９８８年以降増加傾向にあるが，転入時期の
ピークにはばらつきがある。第二，第七小学校区
では１９９９年に転入世帯数がもっとも多い。それに
対し，第六小学校区においてはピークが１９９３年で
あり，他の校区に比べて転入時期が早い。第二，
第七小学校区において転入世帯がピークに達した
１９９９年は，アンケートを配布した小学４年生児童
が小学校に入学する前年であり，第六小学校区に
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第１２表　アンケート回答世帯の居住地移動の発着地（結婚後）

�．�第二小学校
合計その他南関東���北関東��古河市近隣�古河市移動前

％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数移動後
�３０．３２３�２．６�２１０．５�８�０．０�０�６．６�５１０．５�８古河市
�１５．８１２�１．３�１�２．６�２�２．６�２�５．３�４�３．９�３古河市近隣�
�１４．５１１�１．３�１�５．３�４��６．６�５�０．０�０�１．３�１北関東��
�３１．６２４�０．０�０２６．３２０�１．３�１�１．３�１�２．６�２南関東���
��７．９�６�１．３�１�２．６�２�１．３�１�０．０�０�２．６�２その他
１００．０７６�６．６�５４７．４３６１１．８�９１３．２１０２１．１１６合計

�．�第六小学校
合計その他南関東���北関東��古河市近隣�古河市移動前

％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数移動後
�５２．１５０�３．１�３１０．４１０�５．２�５�５．２�５２８．１２７古河市
��５．２�５�０．０�０�２．１�２�０．０�０�２．１�２�１．０�１古河市近隣�
�１２．５１２�０．０�０�３．１�３�６．３�６�０．０�０�３．１�３北関東��
�１７．７１７�２．１�２１３．５１３�１．０�１�１．０�１�０．０�０南関東���
�１２．５１２�６．３�６�３．１�３�０．０�０�０．０�０�３．１�３その他
１００．０９６１１．５１１３２．３３１１２．５１２�８．３�８３５．４３４合計

�．�第七小学校
合計その他南関東���北関東��古河市近隣�古河市移動前

％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数％世帯数移動後
�２０．６１３�１．６�１�３．２�２�３．２�２�４．８�３�７．９�５古河市
�１９．０１２�３．２�２�４．８�３�０．０�０�４．８�３�６．３�４古河市近隣�
��３．２�２�０．０�０�１．６�１�１．６�１�０．０�０�０．０�０北関東��
�４１．３２６�７．９�５２３．８１５�６．３�４�３．２�２�０．０�０南関東���
�１５．９１０�４．８�３�９．５�６�０．０�０�１．６�１�０．０�０その他
１００．０６３１７．５１１４２．９２７１１．１�７１４．３�９１４．３�９合計

注）現住地への移動は除いた。
　　�茨城県（総和町，三和町，五霞町，猿島町，境町，岩井市），栃木県（野木町，小山市，藤岡町），
　　埼玉県（北川辺町，栗橋町）。
　　��古河市と古河市近隣を除く茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県。
　　���千葉県，東京都，神奈川県。

（アンケート調査より作成）



おいて転入世帯数がピークに達した１９９３年はこれ
ら児童の出生時期にあたる。
　これら転入の多かった時期の自治会の設立をみ
ると，第六小学校区において転入世帯数がピーク
に達した１９９３年前後は，平和台から分離して新平
和台が設立されるとともに（１９９２年），ルネ古河
若葉が若葉マンションの建て替えにより改組され
ている（１９９６年）。また，第二小学校区において
転入世帯数がもっとも多かった１９９９年前後には，
ヴェルシティ古河（１９９５年），アプリ古河（２０００
年），友愛コーポ（２００１年）がマンション建設に伴

う新たな自治会として設立されている。同様に第
七小学校区においては西赤松（１９９７年），グリー
ンヒル９９８（２００１年）が住宅の増加によって既存の
自治会から分離し，新たに組織されている。ま
た，１９９８年にはけやき平団地の建設により，けや
き平自治会が設立された。新たな自治会の設立
は，マンションや住宅団地の開発や住宅の増加を
表していることから，アンケート回答世帯の現住
地への転入は住宅の開発や増加の時期と，子ども
の出生や小学校入学等のライフイベントを契機と
する世帯の移動の意思とが合致して起こっている
と考えられる。
４）居住地移動理由
　次に，住民の居住地移動の理由について検討し
よう。結婚後に行われた全移動の中から，現住地
への移動理由を中心に分析することで，古河市へ
の転入理由を明らかにする。
　第１３表は現住地への移動理由を表したものであ
る。全小学校区において，「親との同居・近居」を
移動理由としてあげる世帯が多くみられた。次い
で多くあげられた理由は住宅に関するものであ
り，「住宅の新築」，「住宅の購入」の割合が高い。ア
ンケート回答世帯の６０．８％は，現住地で持ち家に
居住していることからも，住宅の新築・購入が現
住地への移動の契機となっていると考えられる。
さらに，「子どもの出生」，「子どもの学業」も移動
理由として多くあげられている。前項において，
現住地への転入時期が子どもの出生や小学校入学
時期と重複していたことは，この理由からも説明
される。
　以上のことから，アンケート回答世帯は，子ど
もの出生や進学を機に住宅を新築・購入するが，
古河市を選択するにあたっては，古河市やその近
隣に世帯主あるいは配偶者の親類や縁者が居住し
ていることが要因として働いていると考えられ
る。

Ⅳ－２　古河市住民の居住地移動歴
　ここではアンケート回答世帯の移動歴から事例
地区を選定し，これらの事例地区における，居住
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第１９図　現住地への転入世帯数（１９４０�２００３
年）

� （アンケート調査より作成）



者の初就職時の居住地から現住地にいたるまでの
居住地移動歴と，その移動理由，住宅所有形態の
変化について分析する。事例地区として，第六小
学校区居住世帯を中心として構成される静町と
東，第二小学校区から本町，第七小学校区居住世
帯を中心として構成される鴻巣，けやき平を選定
し，事例地区を世帯の移動歴から市内移動卓越
型，市外転入卓越型，両者が混在する市内移動・
市外転入混在型に分類した。分析にあたり，各事
例地区居住世帯の世帯主のライフパスグラフを作
成し，初就職と結婚というライフイベントのほ
か，居住地移動理由を住宅・家族・職業・環境・
その他という５つに分けて表した。また，住宅所
有形態の変化も合わせて示した。
１）市内移動卓越型
a．静町
　静町は古河市北端に位置し，第六小学校区に含
まれる地域である（写真４）。この地区の住宅地
としての開発は１９６０年代後半に始まり，人口が増
加した結果，１９６７年に静町の名前で自治会が組織
されている。この静町自治会から，住宅の新規造

成に伴い，もみじが丘自治会が新たに分離・設立
された（１９８２年）。
　第２０図は静町居住世帯の世帯主１０名のライフパ
スを表したものである。初就職時の居住地は６名
が南関東，３名が古河市内，１名が茨城県内（日
立市）であった。初就職時には南関東居住者が多
いが，前住地の分布をみると南関東２名，古河市
６名，古河市近隣１名であり，現住地に転居する
以前に古河市へと転入している者が多い。前住地
が古河市内である世帯が多い静町居住者の移動は
市内移動が多くみられ，市内移動経験者は７名に
のぼる。これらの市内移動の中でも，駅西地域と
駅東地域間（静町を含む）の移動が４件で，多数
を占めた。
　住宅所有形態の変化をみると，初就職時に居住
者が多かった南関東において，持ち家に居住する
者はみられない。一方，現住地において持ち家に
居住する者は半数の５名である。全アンケート調
査世帯の６０．８％が現住地で持ち家に居住している
ことから考えると，静町居住者の持ち家居住率は
低いといえる。
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第１３表　現住地への移動理由（２００３年）

計第七小学校第六小学校第二小学校
移動理由要因 回答率回答数回答率回答数回答率回答数回答率回答数

１１．６�４２１５．０１８�９．４１２１０．５１２子どもの出生家族
１１．３�４１１０．０１２１０．９１４１３．２１５子どもの学業
�０．３��１�０．０�０�０．０�０�０．９�１夫婦の学業
２８．２１０２２８．３３４２５．８３３３０．７３５親との同居・近居
�０．６��２�０．８�１�０．８�１�０．０�０就職仕事
�９．７�３５�５．０�６１５．６２０�７．９�９転勤・転職・退職
２９．０１０５２６．７３２３２．８４２２７．２３１住宅の新築住宅
１７．１�６２２６．７３２１１．７１５１３．２１５住宅の購入
�１．１��４�０．８�１�１．６�２�０．９�１以前の住宅の老朽化
１２．４�４５１０．８１３１４．１１８１２．３１４以前の住宅が手狭になったため
�３．６�１３�２．５�３�３．９�５�４．４�５賃貸（寮・社宅）の契約切れ
�９．４�３４�７．５�９１０．２１３１０．５１２一戸建住宅に住みたかったため
�４．７�１７�２．５�３�４．７�６�７．０�８通勤・通学の便の向上環境
�１．７��６�２．５�３�０．８�１�１．８�２日常生活の便の向上
�８．０�２９�８．３１０�９．４１２�６．１�７住環境全般の向上
�８．０�２９１１．７１４�７．０�９�５．３�６その他その他

注）回答率（％）＝回答数�回答者数�１００。
　　回答者数　第二小学校（��＝１１４），第六小学校（��＝１２８），第七小学校（��＝１２０），合計（��＝３６２）。

（アンケート調査より作成）



　このような持ち家居住率の低さは現住地への移
動理由から説明される。彼らの現住地への移動理
由は「結婚」（３件），「住宅」（４件），「職業」（２
件），「環境」（１件）で，住宅に関する理由をあげ

る者が最多であるが，半数に満たない。また，こ
れらの住宅に関する理由の詳細を分析すると，「以
前の住宅の契約切れ・老朽化」が「住宅の新築・
購入」を上回っており，積極的な持ち家取得のた
めの移動は行われていないと考えられる。また，
移動時期が早く年齢も低いことから，収入などの
点で積極的な持ち家取得行動が控えられたとも考
えられる。
b．鴻巣
　鴻巣は国道３５４号以南に位置し，１９５５年の合併
時に古河市へ編入された地区である。小学校区と
しては第二小学校区と第七小学校区の両方に含ま
れる。主な開発が行われたのは１９６０年代後半から
１９７０年にかけてであり，この時期に従来の鴻巣一
丁目，鴻巣二丁目という２つの自治会から新たに
旭ヶ丘（１９６６年），富士見町（１９７０年）が分離・設
立された。その他，１９９１年には小規模な開発では
あるが，古河市による面整備事業として「まくら
がの里」の建設が行われた。
　第２１図に鴻巣居住世帯の世帯主１４名のライフパ
スを示した。鴻巣居住者の移動歴は，古河市内で
の移動と，東京都を発着地とする移動に特徴付け
られる。現住地への移動を含め，市内移動を経験
した者は１４名中６名で，それらのうち５名は南地
域内での移動を行っている。東京都内での移動を
経験した者は６名であった。前住地についてみて
みると，古河市内が６名，総和町２名，南関東が
４名，北関東他地域が２名であり，現住地への転
入以前に古河市や古河市近隣に移動している者
は，静町と比較すると少ない。
　住宅の所有形態は，現住地において持ち家に居
住している者は１４名中１１名であり，うち６名が現
住地への移動理由を「住宅の新築・購入」として
いる。また，現住地以前に古河市内に居住経験が
ある者は，本町の古河市居住経験者と比較すると
持ち家に居住していた者が多い。これは本人の実
家が古河市にあることを意味している。この傾向
は南地域で顕著に表れている。
　移動の理由について検討すると，東京都を発
地，着地とする移動は転勤・転職など職業に関す
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写真４　静町の景観（２００３年５月撮影）
� １９６０年代に開発が進んだ静町は，一戸あ

たりの敷地面積が狭い。

第２０図　静町居住者のライフパス（世帯主）
（１９７０�２００３年）

� （アンケート調査より作成）



るものが多い。また，現住地への移動は「結婚」
（３名）の他，「住宅の新築・購入」（６名）を理由
として行われている。
２）市内移動・市外転入混在型
a．本町
　本町は第二小学校区に位置し，おもに古河駅の
西側地区一帯を含む地区である（写真５）。古河
市は北西部の旧城下町から東部へと発展したた
め，早くから市街地化が進んでいた地区である。
一方で，１９８０年代末から駅前を中心にマンション
開発が行われ，ヴェルシティ古河，アプリ����
等の大規模なマンションが建設された。現在，こ
れらのマンションごとに自治会が組織されてお
り，２００３年現在の自治会の人口はヴェルシティ古
河が７５８，アプリ����が２２４である。
　本町居住世帯の世帯主１２名のライフパスを第２２
図に表した。初就職時の居住地は７名が南関東，
２名が古河市近隣，１名が古河市であった。これ

らの就職時に関東に居住していた７名のうち，前
住地が南関東である者は１名，古河市が３名，古
河市近隣が２名であり，現住地への転入以前に古
河市や古河市近隣に移動していたことがわかる。
本町居住者１２名全ての前住地を検討しても，９名
が古河市，あるいは古河市近隣であった。
　住宅所有形態を検討すると，現住地以外で古河
市居住時に持ち家に居住していた者は少なく，現
住地では１０名が持ち家に居住している。また，こ
の地域の持ち家の特徴として，集合住宅居住者が
多いことが挙げられる。持ち家居住者のうち集合
住宅に居住している者は８名であった。これは，
古河駅前を含み，市内でも集合住宅の多い本町の
地域性を反映しているといえよう。
　前住地から現住地への移動の理由についてみる
と，「住宅の新築・購入」を挙げる者が５名でもっ
とも多く，うち４名の前住地が古河市内，１名が
古河市近隣からの転入であった。
b．東

　東は本町と古河駅を挟んで東側に位置し，古河
駅東口駅前から国道４号線までの一帯を指す（写
真６）。小学校区としては第六小学校区と第二小
学区を含む地域である。１９４２年から１９４７年にかけ
て面整備事業が実施され，市内でもっとも早く整
備事業が行われた地区の一つであるが，近年にお
いても小規模なアパートやマンションが建設され
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第２１図　鴻巣居住者のライフパス（世帯主）
（１９６７�２００３年）

� （アンケート調査より作成）

写真５　本町の景観（２００３年５月撮影）
� 旧日光街道沿道の景観である。商店や住

宅の間に集合住宅が混在している。



るなど開発は進展している。東の人口をみると
１９７７年に４５４４であったものが１９８８年には３５６５まで
減少するものの，その後は微減傾向ではあるが，
ほぼ横ばいの状態で，２０００年の人口は３２４０となっ
ている。これらのことから，東は人口の転入と共
に転出も多い地区であると考えられる。
　この地域に居住する世帯の世帯主９名のライフ
パスを第２３図に示した。初就職時の居住地は南関
東が５名でもっとも多く，次いで古河市近隣（２
名），古河市内（１名），山形県（１名）であり，
前住地は南関東が３名，古河市が３名，古河市近
隣が２名であった。これらの分布は静町のそれと
類似しているが，市内移動経験者が３名であり，
その割合は低いといえる。
　住宅所有形態について検討すると，南関東内の
居住では賃貸住宅や寮・社宅が，古河市とその近
隣地域では持ち家が多くみられる。現住地の所有
形態をみると，７名が持ち家居住である。これら
７名のうち，「住宅の新築・購入」を現住地への移
動理由としてあげた者は２名であり，３名は「親

との同居・近居」であった。後者の３名はいずれ
も世帯主あるいは配偶者の親と同居しているこ
と，これら３名が全て古河市東出生者であること
を考慮すると，彼らの居住する持ち家とは，父母
のものであり，彼らの生家であると考えられる。
３）市外転入卓越型：けやき平
　けやき平は民間企業により開発が進められ，
１９９５年に分譲を開始し，現在も開発・分譲が継続
する，古河市内において新興の住宅団地である
（写真７）。住宅団地の建設に伴い新たな自治会が
組織され（１９９８年），２００３年現在の人口は７８５，世
帯数は２２８である。
　けやき平居住世帯の世帯主１１名のライフパスを
第２４図に示した。けやき平居住者の移動歴の特徴
は，現住地転入以前に古河市や古河市近隣に居住
したことがないことである。就職時の居住地は南
関東７名（東京都４名，埼玉県２名，千葉県１
名），北関東１名（群馬県），その他３名（福岡
県，秋田県，奈良県）であった。また，前住地の
分布は南関東１０名（埼玉県７名，東京都２名，千
葉県１名）である。このことからけやき平では南
関東を発地とする移動が卓越しているが，前住地
の分布からも示されるように埼玉県を発地とする
移動が多くみられる。
　居住者の現住地への移動理由を検討すると，８
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第２２図　本町居住者のライフパス（世帯主）
（１９７２�２００３年）

� （アンケート調査より作成）

写真６　東の景観（２００３年５月撮影）
� 古河駅東口の十間通り沿いの景観であ

る。住宅や雑居ビルなどが混在してい
る。



名が「住宅の新築・購入」を挙げている。また，
所有形態は全員が持ち家であり，住宅の形態は全
員が戸建てと回答している。けやき平は戸建て住
宅地の開発によってできた団地であるため，移動
理由として「住宅の新築・購入」と回答しない世
帯であっても，現住地への移動に際しては住宅の
購買行動が発生していると考えられる。

Ⅳ－３　古河市住民の居住地移動パターン
　本節ではこれまで述べてきた古河市住民の居住
地移動歴とその特性から，居住地移動パターンに
ついて考察する。
１）市内移動卓越型
　市内移動卓越型は前住地までに古河市あるいは
近隣地域へと移動し，そこから市内移動あるいは
近距離の移動によって現住地へ転入・移動するパ
ターンである。
　事例地域である静町と鴻巣は駅周辺の開発から
遅れて，１９６０年代に住宅地としての開発が始まっ
た。とくに，古河市において開発の遅れた南部に
位置する鴻巣は，古河市における住宅開発が停滞
する２０００年に入ってもなお住宅の建設が継続する
地区である。そのため，静町居住者の現住地への
転入年あるいは古河市への転入年が１９９０年から
１９９５年の間に集中するのに対して，鴻巣居住者の
それは現在に至るまで分散する傾向にある。
　また，世帯主の就業地について検討すると，両
地区ともに古河市あるいはその近隣地域を就業地

―　���　―

第２３図　東居住者のライフパス（世帯主）
（１９７９�２００３年）

� （アンケート調査より作成）

写真７　けやき平の景観（２００３年５月撮影）
� 古河市内でもっとも新しい住宅団地であ

り，現在でも開発が継続している。

第２４図　けやき平居住者のライフパス（世帯
主）（１９７５�２００３年）

� （アンケート調査より作成）



とする者がもっとも多く，２４名中１５名がこれにあ
たる。ついで多くみられるのが東京都を就業地と
する者であった（６名）。また，前住地から現住
地へ居住地を移動した際に就業地が変化した者は
８名存在する。そのうち５名は古河市とその近隣
地域という，比較的狭い地域内での変化であっ
た。東京を就業地とする者で，現住地への移動に
伴って就業地を変化させた者は確認できなかっ
た。つまり，この地区の居住者は就業地を大きく
変化させずに居住地移動を行う傾向が強いといえ
る。
　これらのことから，市内移動が卓越する背景と
して次のことが考えられる。一つは住宅地として
の開発が１９６０年代から継続したために，鴻巣の事
例において顕著にみられるように，すでに世帯主
あるいは配偶者の実家が古河市内にあり，そこか
ら近距離の移動を行うことができたという点であ
る。もう一つは，この地区の居住者が，就業地を
大きく変化させることなく居住地を移動するため
に，必然的に移動の範囲として市内あるいは近隣
地域での移動を選択したという点である。
２）市内移動・市外転入混在型
　市内移動・市外転入混在型は前住地が南関東や
古河市・古河市近隣地域に分散しているパターン
である。
　事例地域である本町と東は，北西部の城下町か
ら東部へと発展した古河市において，古くからの
市街地であると同時に，古河駅前という利便性か
ら，近年においてもマンション建設により住宅開
発が進展している地区である。
　これらの地区における世帯主の就業地は，南関
東諸県が２１名中１１名（東京都７名，埼玉県４名），
古河市とその隣接地域が７名であった。また，通
勤手段については４０．７％にあたる１１名が鉄道を利
用している。この鉄道通勤者のうち８名は南関東
通勤者である。さらに現住地への移動と就業地の
変化について検討すると，居住地の移動に伴って
就業地が変化した者は１１名確認できたが，そのう
ち南関東に就業する者は６名であった。この６名
のうち就業地を南関東内で変化させている者は４

名であり，市内移動卓越型では古河とその近隣地
域内で就業地を変化させる者が多かった。それに
対して，混在型では南関東内での変化が多く確認
できた。
　住民の居住地移動歴における市内移動と市外転
入の混在は，古い住宅開発によって，もともと古
河市に居住していた住民が市内で移動を行ったこ
とと，新しい開発によって住民が東京や埼玉を中
心とする南関東から転入してきた結果であるとい
えよう。また，南関東への鉄道通勤者が多いこと
や，それらの鉄道通勤者の就業地が現住地への移
動に伴って大きく変化していないことから，この
地区の居住者はこれまでの就業地を大きく変える
ことなく都心へと通勤するため，駅へのアクセス
がよい駅前地区を居住地として選択したと考えら
れる。
３）市外転入卓越型
　市外転入卓越型は南関東からの転入が卓越する
パターンである。
　事例地区であるけやき平においては，とくに埼
玉県からの転入が多くみられた。このことはけや
き平が１９９０年代後半に建設された新興の戸建て住
宅団地であったために，転入者が東京大都市圏の
郊外化の第二波ともいえる，郊外部外帯への移動
を行ったことを表している。
　この地区に居住する世帯の世帯主の就業地を検
討すると，１１名中６名が東京都で，古河市に就業
する者は確認できなかった。古河市隣接地域に就
業する者もほとんどおらず，総和町就業者がわず
か１名いるのみであった。東京都就業者のうち，
現住地への転入の際に就業地が変わった者が３名
みられるが，うち２名は都内での変化であり，就
業地が大きく変化したのはわずか１名である。し
かし，けやき平団地における聞き取り調査では，
南関東から転入する際に世帯主が就業地を都心か
ら古河市近隣へと変化させる事例も確認された。
　これらのことから市外からの転入が卓越する要
因として，都心部や郊外部内帯では取得が困難な
戸建て住宅団地の建設が行われたことが第一に挙
げられよう。また，都心方向への通勤を継続する
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という点で，現住地への移動と就業地の変化は，
混在型のそれと類似する。しかし，居住者の転入
時期と住宅形態，あるいは住宅の所有形態を比較
すると差異がみられる。つまり，混在型は転入時
期にばらつきがみられるのに対して，市外転入卓
越型では住宅の販売を開始した１９９５年以降となっ
ている。また，住宅の形態をみると，混在型の事
例では集合住宅が多く，市外転入卓越型において
は全ての事例世帯が戸建て住宅に居住していると
回答している。さらに，住宅購入のために就業地
を変化させる世帯も存在し，このような戸建て住
宅の建設が世帯を引きつける大きな誘引となって
いると考えることができる。

Ⅴ　古河市における居住地移動と通勤の地域特性

　前章までの分析で明らかなように，古河市の市
街地形成と，住民の居住地移動・通勤パターンは
相互に関係している。ここでは，それらの諸行為
から，古河市における居住地移動と通勤の地域特
性を考察する（第２５図）。
　古河市の市街地の拡大は，第二次世界大戦中の
駅東地区から始まった。この地区は，その後都市
化が進行し，都市域拡大の先鞭をつけた。東地区
の開発により，市街地は北東へと拡大した。これ
らの地域は，総和町や三和町など近隣の町村から
の転入者が卓越するとともに，駅西地区からの転
入者もみられた。その一方で，古河市は早期から
東京都への就業者がみられ，旧新郷村と合併した
１９５５年時点においても，１８４０人の就業者を有して
いた。しかし，１９５０年代における古河市就業者の
就業地は，古河市内での就業が中心であり，東京
都就業者は総就業者の１割程度にすぎなかった。
　１９６０年代においても，古河市の就業者は，古河
市内での就業が中心であったが，総就業者に占め
る古河市内就業者の割合は低下した。その一方
で，東京都への就業者は，１９６０から１９７０年にかけ
て増大した。これには，１９５８年の東北本線宇都宮
以南の電化が影響を与えており，古河市が東京大
都市圏の通勤圏へと組み込まれたことを示してい
る。しかし，この東京都就業者の増加は，東京方

面からの人口転入によるものではなく，古河市就
業者が東京都に就業先を得たものであると考えら
れる。この時期の転入先は，三和など市域の南部
が中心であった。１９６０年代の転入者は，総和町・
三和町を中心とする近隣町村からのものが多い。
とくに，１９６０年代に開発が進行した市域北東部の
緑町・静町は総和町・三和町からの転入が多くみ
られた。
　１９７０年代は，住宅地開発，居住地移動とも，分
散によって特徴づけられる。住宅地開発は市域の
外縁部へと拡大した。これらの住宅地へは，旧城
下町である駅西地区や近隣町村からの移動者が多
い。戸建て住宅への移動を希望する転入者は，郊
外に相当する市域の南部に建設された戸建て住宅
への移動を活発に行う。また，通勤時の鉄道交通
へのアクセスを意図した移動では，駅に近い市域
の北部へ移動する傾向を持つ。古河市就業者の就
業地は，１９６０年代同様，古河市内，もしくは東京
都が中心となっていた。しかし，総和町・三和町
など茨城県内の近隣町村が，１９７０年代に就業地と
しての地位を向上させ始めた。これは，近隣の町
村に就業地が確保されたことを意味しており，工
業の地方分散により，企業が立地したためと考え
られる。
　１９８０年代における，古河市の住宅開発は市域の
最外縁部へと拡大した。それらの開発と並行し
て，市域の南部を中心に，既存の開発を縫うよう
にスプロール状のミニ開発が民間企業により実施
された���。これらの開発により，市域南部の市街
地化が進展した。１９８０年代においても，これらの
住宅地への市内移動が活発に行われ，駅西地区人
口の分散傾向は継続した。その一方で，東京など
市外からの転入移動が顕著となり，１９８０年代を通
じて転入人口は増加している。これらの転入者の
発地は，南関東地域が中心であり，とりわけ東京
を発地とする移動が多い。これらの移動を反映す
るように，東京都への就業者は，１９７０年代末から
１９９０年まで再び増加している。また，他の南関東
諸県においても就業者数は増加し，とくに埼玉県
就業者の増加が著しい。南関東地域での就業者が
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増加する一方で，茨城県内他市町村への就業者が
大幅に増加している。１９８５年以降では，古河市を
のぞく茨城県内就業者は，市内就業者に次ぐまで
に増加している。このように，古河市就業者の就
業地は，１９８０年代を通じて，東京都を含む複数の
地域へと分散した。
　１９９０年代以降の古河市の住宅地開発は，ミニ開

発による既存宅地の拡大と市街地再開発を中心に
進められ，それまで行われていた大規模な開発
は，経済不況などにより減少した。１９９０年代に進
められた大規模開発は，けやき平地区の開発のみ
である。駅西地区では１９９０年代に，市街地再開発
が進められ，マンションなど集合住宅が相次いで
建設された。この傾向は，駅東地区にもみられ，
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第２５図　古河市の都市形成と居住者の居住地移動・通勤パターン



集合住宅の建設が進められた。これらの住宅へ
は，古河市内からの移動も行われたが，南関東地
域からの転入が卓越した。また，南関東地域から
の流入では，埼玉県からの転入者が顕著にみられ
た。
　１９９０年代の古河市居住者の就業地は，１９８０年代
と同様，分散する傾向がある。茨城県内他市町村
での就業者が，１９９０年代を通じて増加した。就業
者数の首位は総和町であり，その周辺部に相当す
る猿島郡内の町村への通勤も多い。その影響は，
北隣の栃木県にも及び，隣接する野木町・小山市
への就業者の増加がみられる。一方，南関東地域
での就業の動向をみると，１９９０年以降，東京都で
の就業者が減少へ転じている一方で，埼玉県での
就業者が増加し続けている。その他の県は，ほぼ
横ばいの傾向を示す。埼玉県での就業は，鉄道通
勤を中心とする県南部（さいたま地区）での就業
と，自動車通勤を主体とする近隣市町村（大里・
北�飾地区）に大別されるが，近年においては県
南部での就業者が増加している。

Ⅵ　結論

　本稿は，古河市住民の居住と通勤の地域的特性
について，古河市の都市形成の過程とともに考察
してきた。その結果は，以下のように要約され
る。
１）古河市の住宅地開発は，市域の中心部から開
始され，外縁部へ展開された。住宅地開発は，
大規模開発のほか，小規模の開発も頻繁に行わ
れ，市街地化が進んだ。近年では，市域中心部
において再開発が進行し，古河駅周辺の町丁に
集合住宅が建設されている。これらの住宅へ
は，開発時期に応じて，市内中心部，周辺町村
や東京方面から人口が移動した。
２）アンケート対象世帯の多くは，１９９０年代に古
河市へ転入しており，対象校ごとに時期に多少
の差違が認められた。これらの世帯を形成する
世帯主，もしくは配偶者は古河市出身者（近隣
町村を含む）が多数を占め，初就職時に南関東
地域へと転居している。アンケート対象世帯の

居住地移動は，基本的に各世帯のライフイベン
トに応じて行われる傾向がある。現住地への移
動は，住宅の新築・購入や子供の出生・就学な
ど，世帯として比較的重要なイベントに応じて
なされている。また，これらの出身者が，古河
市に再転入する理由には，上記に加え，親との
近居・同居を挙げるケースがみられる。これら
は相互に関連し，子供の出生や就学を機に，親
族がいる古河市への住宅新築・購入が行われ，
これらの出来事が転入・移動を行わせる契機と
なっている。
３）古河市居住者の就業は，市域形成初期におい
ては，市内での就業が中心であったが，１９７０年
代以降，県内他市町村や東京都・埼玉県方面な
ど，就業地は時期に応じて分散してきた。しか
し，１９７０年代までの就業地の分散は，古河市居
住者の就業地の分散であった。居住地移動を
伴った古河市就業者の増加がみられるようにな
るのは，１９８０年代以降である。この時期に東京
方面から転入した世帯の世帯主は，転入以前と
同様に東京方面へ通勤するものもみられたが，
一部は古河市の近隣町村に立地する企業へと転
職したものもみられた。１９８０年代中葉以降にお
ける，県内他市町村就業者の増大はこのことで
説明されよう。
４）アンケート対象世帯の世帯主の通勤先は，古
河市およびその近隣市町村と東京・埼玉地区と
に大別される。市内・近隣市町村の就業者は，
就業地まで自ら自動車により通勤している。一
方，東京・埼玉地区の就業者は，鉄道交通を主
体としており，その他の交通手段と組み合わせ
て通勤している。これには，古河市および就業
地周辺の交通環境が影響を及ぼしている。
　以上の点より，古河市の東京大都市圏への編入
は，１９８０年代を中心に行われたものと考えられ
る。１９７０年代を通じて外縁へと拡大した東京大都
市圏は，同年代末に古河市周辺へと到達し，市域
を都市化しつつ，さらなる拡大を続けている。都
市化された地域へは，東京都心から流出した人口
が流入し，新たな住宅地を形成した。これらの流
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入人口は，生活の基盤を郊外の住宅地に築く一方
で，就業基盤は従来通り東京都心に求めた。その
結果，人口と東京方面就業者の増加が並行して発
生し，郊外住宅地への人口の移動を伴った東京大
都市圏の拡大が継続するのである。
　このような住宅地開発と就業構造は，古河市居
住者の居住地移動と不可分な関係にある。近年増
加してきた埼玉県からの転入者を事例にすれば，
転入人口の増加と，東京方面就業者の増加は，ほ
ぼ同じ時期に始まり，同様の増加傾向を示す。こ
のうち，東京方面への通勤者を含む世帯は，駅近
隣のマンションに，近隣市町村への通勤者や戸建
て住宅の取得を希望する世帯は，市域南部の新興
住宅地に居住する傾向をもつ。これらの世帯は，
世帯主の通勤やその他の要因を考慮し，居住地を
選択しており，就業地へのアクセスが居住地選択
の要因として，大きく作用することを示してい
る。一方，居住地移動は就業地へのアクセスに加
えて，世帯の居住様式やライフステージを考慮し
たものとなっている。すなわち，住居の立地は就
業地とのアクセスにより，住居の性質は世帯の持
つ属性により決定されるということがいえる。
　本研究の意義は，同一の都市を事例として，市
域の開発，人口転入と就業の変容および関係を，
時系列的に分析した点にある。城下町に端を発
し，地域の中心都市としての性格を有している古
河市は，東京大都市圏の拡大に伴い，その性格を
変化させてきた。都市化の初期においては，古河

市は周辺町村からの転入人口を吸収し，中心都市
としての地位を有していた。都市化の中期におい
ては，東京都心地域からの人口転入が卓越し，古
河市の中心性は後退した。都市化の後期におい
て，古河市は東京大都市圏の一部に組み込まれ，
郊外住宅地としての機能を有する郊外核の一つへ
と性格を変化させた。しかし，その中心性を後退
させたとはいえ，古河市は茨城県西部の中心とし
て，周辺の町村へとサービスを提供している。ま
た，古河市はベッドタウンから脱却し，過去の歴
史的遺産を活用した，文化・芸術都市へと変化を
遂げるべく，新たな都市作りを模索している。こ
のような試みは，東京大都市圏内の小規模中心都
市においては，共通の課題になると考えられる。
　最後に，本研究は，住宅取得が顕著にみられる
３０�４０歳代を中心に分析を進めてきたことを，念
頭に置かねばならない。３０�４０歳代を世帯主とす
る世帯の居住地移動は，１９９０年代以降が中心であ
り，古河市の東京大都市圏編入以降の分析が中心
となっている。それゆえ，古河市が東京大都市圏
へと編入される前後の詳細な変化については，他
の世代を含めた調査が必要となろう。また，人口
の転入と地域の変化について言及するのであれ
ば，住民組織など地域に存続する諸組織の変化
や，新・旧住民の対応など，人的側面についても
分析が必要であろう。これらの点は，今後の課題
である。
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　現地調査の際には，古河市総合政策課課長の鈴木博志氏，古河市教育長の落合道雄氏（現・助役）をは
じめとする古河市役所，古河市教育委員会の皆様，三井住友建設株式会社の野口健二氏に大変お世話に
なりました。古河市立古河第二小学校，古河第六小学校および古河第七小学校の教職員，保護者の皆様
には，煩雑なアンケート調査にご協力を賜りました。また，古河市にお住まいの方々には，聞き取り調
査に快くご協力頂きました。本報告の作成に際しては，田林　明先生をはじめとする筑波大学地球科学
系の先生方にお世話になりました。末筆ながら，以上記して厚く御礼申し上げます。
　本報告の執筆は，藤田がⅠ，ⅤおよびⅥを，新藤がⅣを，上江洲がⅢを，中村がⅡ�１・２を，仁平が
Ⅱ�３・４を担当した。また，全体の調整は，藤田・仁平・安が行った。

［注および参考文献］
１）�総務省統計局（２０００）：『日本の住宅・土地―　平成１０年住宅・土地統計調査の解説―解説編．』
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	�	�����	���１９９８�１０����
２）�渡辺良雄（１９８２）：東京大都市地域における職住分離の地域構成と大都市居住問題．総合都市研究，
１５，３�１９．

３）�それと同時に，田中ほかでは人口の流入が新たな環境の変化を発生させるとともに，環境の変化が，
さらなる人口流入の要因として浮上することも指摘している．

� 田中耕市・藤田和史・佐藤　淳・姜　桂和・渡部宏輝・村山祐司（２００２）：人口流入地域における生
活環境変容と住民の生活行動―水戸市けやき台地区を事例として―．地域調査報告，２４，１２１�１５２．

４）�川口太郎（１９９７）：郊外世帯の住居移動に関する分析―埼玉県川越市における事例―．地理学評論，
７０A，１０８�１１８．

５）�山田浩久（１９９２）：東京大都市圏周辺地域における居住地移動の特性―千葉市を事例として―．地理
学評論，６５A，８４７�８５９．

６）�従来の研究は都心から約４０��圏内を，東京大都市圏郊外部として扱っているが，本研究では以上の
研究以降のより拡大した東京大都市圏を扱うため，４０��圏内を東京大都市圏郊外部内帯，４０��圏以
遠を東京大都市圏郊外部外帯と区別して呼ぶこととする．

７）�堤ほか（１９９４）は石岡市，篠原（１９９６）は結城市，平井ほか（１９９８）は常陸太田市，平井ほか（２０００）
はひたちなか市，田中ほか（２００２）は水戸市における都市化・人口移動に関して報告している．

� 堤　　純・山口泰宏・川瀬正樹・橋本雄一・村山祐司（１９９４）：石岡市における都市化の進展―新旧
住宅団地の居住者の特性を中心に―．地域調査報告，１６，２５�４８．

� 篠原秀一（１９９６）：結城市における人口移動の地域的特性．地域調査報告，１８，１１５�１２６．
� 平井　誠・草原　輝・滝野規子・星加泰子（１９９８）：茨城県常陸太田市居住者の移動歴の特性．地域
調査報告，２０，８３�１１４．

� 平井　誠・鄭　美愛・村山祐司（２０００）：ひたちなか市における住宅団地居住者の持ち家取得行動－
企業内デベロッパーが開発した柏野団地とさわ野杜団地を事例として－．地域調査報告，２２，１１１�
１３１．

� 田中耕市・藤田和史・佐藤　淳・姜　桂和・渡部宏輝・村山祐司（２００２）：人口流入地域における生
活環境変容と住民の生活行動―水戸市けやき台地区を事例として―．地域調査報告，２４，１２１�１５２．

８）�２０００（平成１２）年国勢調査による．茨城県内でもっとも一世帯あたりの人員が少ないのは，水戸市で
２．５４人である．

９）�矢野桂司（１９９１）：空間的相互作用モデルの精緻化に関する研究－日本の国内人口移動を例として－．
都市計画論文集，２６，５１７�５２２．

１０）�バブル経済期に着工したため，価格は１軒８０００万円から１億円となっていた．「まくらが」とは「古
河」にかかる枕詞であり，万葉集に詠まれている．

１１）�須山　聡・篠原秀一・三橋浩志（１９９０）：茨城県西部における大規模工場の立地基盤．地域調査報告，
１２，２３７�２６２．

１２）�ある住民によると，３０年ほど前までは，古河駅から２��ほど北東にある野木原道南（後の住宅団
地・緑町）から，古河駅のプラットフォームがみえたという．

１３）�古河市自治会連合会（１９７６）『自治会の歩み』古河市自治会連合会，２０６�．
１４）�古河市史編さん委員会（１９８３）『古河市史　民俗編』古河市，１２０４＋３３�．
１５）�地区名では，市北東部の松並１丁目と松並２丁目に相当する．
１６）�まず市内を国道３５４号線で南地域と北地域に分け，次いで北地域を��東北本線で駅西地域と駅東地域

の３地域に区分した．
１７）�対象学年は，既存の研究から，持ち家取得行動が顕著である３０歳代から４０歳代の年齢層を親に持つ

と推定される小学校３・４年生とした．
１８）�けやき平地区は，東北本線の新駅建設を意図して，計画・建設された住宅団地である．しかし，新駅

の設置は現在もなお計画中の段階である．そこでデベロッパーがけやき平地区の住民の通勤利便性
を考慮して，シャトルバスを朝夕の時間帯に一日８往復運行している．
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１９）�１９９０年代に開発が進んだけやき平団地は，各戸に自動車２台分の駐車スペースが設けられている．
しかし，後述の静町は開発年代が古いため，１台分の駐車スペースしか設置されていない．

２０）�古河市と近隣町村を結ぶバス路線は，１日あたり１４路線１１３便ある．しかし，朝夕の通勤時間帯にお
いては，交通渋滞などによりバス交通は遅延する場合がある．

２１）�本論末尾のアンケート参照．
２２）�ミニ開発とは，開発面積が１０００��以下の開発を指し，茨城県の基準では開発行為としての取扱いを

受けない．また，既成市街地における住宅一戸あたりの敷地面積は，１６５��以上に限定される．
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